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※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。
※法律相談室は必要な時に随時開催いたします。お申込は協会・総務部会まで。

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲67～69ページ

行　　　　事 開始時間 場　　　　所

今
後
の
予
定

行　　　　事 開始時間 場　　　　所
8月２４日㈯ 第649回社会保険研究会 　 午後２時 ルームＡ・Ｂ・Ｃ

行　　　　事 開始時間 場　　　　所

成長戦略
■骨太方針を閣議決定、成長戦略と規制改革
実施計画も／政府
　政府は６月14日、いわゆる骨太方針の「経済財政
運営と改革の基本方針」と成長戦略の「日本再興戦
略」、規制改革実施計画をそれぞれ閣議決定した。
　骨太方針は、アベノミクスで「３本の矢」とする

「大胆な金融政策」「機動的な財政政策」「民間投資を
喚起する成長戦略」によって長引くデフレから早期
に脱却し、経済成長と財政再建の両立を図ることが
基軸。中長期の財政健全化に向け、国と地方のプラ
イマリーバランス（基礎的財政収支）のＧＤＰ比の
赤字を、2015年度までに10年度比で半減させ、20年
度までに黒字化する目標を掲げる。
　社会保障支出については「聖域とはせず、見直し

２ 日㈫ 各部会  午後 ２ 時
５ 日㈮ 保険審査通信検討委員会  午後 ２ 時 ルームＡ
９ 日㈫ 定例理事会  午後 ２ 時 ルームＡ
１０日㈬ 建築士との相談日  午後 ２ 時 ルームＢ
１７日㈬ 医療事務担当者勉強会  午後 ７ 時 ルームＡ
１８日㈭ ファイナンシャルプランナーとの相談日  午後 １ 時 アミス
１８日㈭ 雇用管理相談日  午後 ２ 時 アミス
１８日㈭ 保険講習会Ｂ  午後 ２ 時 ルームＡ
２３日㈫ 定例理事会  午後 ２ 時 ルームＡ
２４日㈬ 金融共済委員会  午後 ２ 時 ルームＡ
２４日㈬ 税理士との相談日  午後 ２ 時 ルームＢ
２５日㈭ 経営対策セミナー  午後 ２ 時 ルームＡ・Ｂ・Ｃ
２８日㈰ 第66回定期総会  午後 １ 時 京都ホテルオークラ

今月の主な動き

　政府はいわゆる骨太方針の「経済財政運営と改革
の基本方針」、「アベノミクス」第三の矢である成長
戦略の「日本再興戦略」、規制改革実施計画を６月14
日に閣議決定。
　また医療事故調査制度の創設に向け、厚労省の「医
療事故に係る調査の仕組み等のあり方に関する検討
部会」は５月29日、制度の大枠について意見を取り
まとめた。厚労省は内閣法制局などと検討し、秋の
臨時国会への提出を想定している「医療法等の一部
を改正する法律案（仮称）」に盛り込む。



京都保険医新聞

4 第168号

2013年（平成25年）6月25日　毎月５日・20日・25日発行� 第2861号

に取り組む」と明記し、いっそうの重点化と効率化
を進める方針を示した。国民皆保険制度を将来にわ
たって堅持し、社会保障制度を持続可能にするため
の取り組みとして「健康長寿化」「医療・介護のＩＣ
Ｔ化」「後発医薬品の使用促進」などが示された。
　成長戦略では、その中の「戦略市場創造プラン」で
最初に「国民の健康寿命の延伸」を取り上げた。医
療分野の研究開発の司令塔機能として「日本版ＮＩ
Ｈ」を創設することや、「最先端医療迅速評価制度

（仮称）」（先進医療ハイウェイ構想）を推進させて
先進医療の対象範囲を大幅に拡大することも打ち出
した。全ての健保組合がレセプトのデータを分析し、
加入者の健康増進のための事業計画「データヘルス
計画（仮称）」を作成して実行することも求めるとし
た。
　規制改革実施計画には、医療のＩＣＴ化の一環で

「遠隔医療の推進」も盛り込まれている。対面診療と
組み合わせた遠隔診療で、安全性や有効性などのエ
ビデンスが得られたものから、診療報酬の特定疾患
治療管理料、在宅療養指導管理料などの算定を認め
られるよう中医協で検討すると記載。遠隔診療で処
方箋料の算定はどのような場合に可能となるか明確
化することも盛り込んだ。遠隔モニタリングによる
心臓ペースメーカー指導管理料については、４カ月
ごととされている対面診療の間隔の延長などを中医
協で検討するとした。いずれも14年度診療報酬改定
に合わせて結論を得るとした。
　カルテや処方箋の電子化も取り上げた。カルテに
ついては、貼付が求められている各種文書について
も電子媒体での管理のみでよいことを明確化する。
実施時期の案として、13年７月までの措置を求めた。
処方箋については電子化の実現に向けた工程表を策
定するとした。実施時期については、案として13年
度上期の措置とした。（6/17MEDIFAXより）

■先進医療を拡大、外国人医師診療も／成長
戦略第３弾で安倍首相
　安倍晋三首相は６月５日、東京都内で講演し「成
長戦略の第３弾」について自ら語った。医療分野で
は、最新の医療技術を普及させるため先進医療の評
価体制を見直す方針を示したほか、「国際戦略特区」
の創設と併せてトップクラスの外国人医師が日本で
診療することができるよう制度を見直すことを明言
した。
　安倍首相は「保険外併用の対象となる先進医療に

ついては、技術の有効性や安全性を証明する手間を、
申請する医療機関が全面的に負担してきた」と指摘。

「これを学会などからの申し出を踏まえ、国が全面的
にサポートする形へと切り替える」と述べた。外部
の評価機関を活用し、先進医療の審査期間を半減さ
せることや、最先端の医療技術を速やかに先進医療
と認定し、保険外併用の範囲を拡大させていく方針
も示した。
　また、小泉政権時代の構造改革特区を進化させる
形で「国家戦略特区」を創設すると表明。国際化を
進める中で「外国人でも安心して病院に通える環境
が必要」と訴える一方で、トップクラスの外国人医
師の受け入れにも前向きな姿勢を見せた。
　医療費抑制の観点から予防医療に取り組む必要性
にも言及し、健康予防サービスに新規参入する事業
者を公的に認定する仕組みを設けることを明らかに
した。電子レセプトの活用にも触れ「さまざまなサー
ビスを生み出し得る宝の山」と表現。電子レセプト
情報を分析・評価して健康管理につなげると強調し
た。
　これら成長戦略を実行するために必要な法改正や
税制改正については、従来のスケジュール感にとら
われず早期に実行していく考えを強調した。
●ＯＴＣネット販売「解禁する」
　一般用医薬品のインターネット販売についても言
及し「ネットの取引がこれだけ定着した時代で、対
面でもネットでも、とにかく消費者の安全性と利便
性を高めるアプローチが筋。消費者の安全性を確保
しつつ、しっかりとしたルールの下で、全ての一般
用医薬品の販売を解禁する」と述べた。

（6/6MEDIFAXより）

■「最先端医療迅速評価制度」を創設へ／成
長戦略第３弾で厚労省
　安倍晋三首相が６月５日の講演で「成長戦略の第
３弾」を披露したことを受け、厚生労働省は、保険
外併用療養の評価を迅速化・効率化するため、再生
医療や医療機器、抗がん剤を含めた「最先端医療迅
速評価制度」（仮称）を創設する構想を明らかにし
た。同制度を通じて、患者が安全かつ早期に最先端
の医療を受けることができるよう取り組む。
　これまでは医療機関からの申請を受け、厚労省の
先進医療会議が▽個別技術▽実施医療機関▽実施計
画―の適否を判断。先進医療として保険併用を開始
するまでに、申請からおおむね６－７カ月要してい



京都保険医新聞

5第168号

2013年（平成25年）6月25日　毎月５日・20日・25日発行� 第2861号

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

た。
　最先端医療迅速評価制度では、学会などの要望を
踏まえ先進医療会議があらかじめ対象技術を選定
し、実施医療機関群も設定しておく。その後、医療
機関からの申請を受け、専門評価体制（外部評価機
関）が実施計画の適否を判断する。あらかじめ対象
技術の選定や実施医療機関群の設定を行っているた
め、外部評価機関は実施計画の適否を判断するだけ
でよく、先進医療として保険併用を開始するまでの
期間を、申請からおおむね３カ月に短縮することが
期待できるという。
　学会などが前もって示している安全性や有効性の
エビデンスを基に、先進医療会議が対象技術を選定
するため、医療機関にとっては申請時に文献を集め
る手間が省ける。
　抗がん剤については、もともと2013度中をめどに
新たな専門評価体制を整備する計画だったが、今回
新たに再生医療や医療機器を対象に加え、最先端医
療迅速評価制度の枠組みを固めた。新制度は抗がん
剤から先行して秋ごろをめどに整備する。再生医療
や医療機器の専門評価体制の構築や実施時期につい
てはまだ決まっていないという。
●外国人医師診療は「臨床修練」の見直しで
　安倍首相が５日の講演で、トップクラスの外国人
医師が日本で診療することができるよう制度を見直
すとした点について、厚労省は外国人医師の臨床修
練制度の見直しを通じて対応していく考えだ。「外国
人でも安心して病院に通える環境」についても、外
国人患者受け入れ医療機関認証制度（ＪＭＩＰ）の
仕組みの中で整備を進める。
　一方、健康増進・予防分野では、安心して事業を
行うことができるよう事業者の取り組みが適法かど
うかを確認する仕組みを創設する。

（6/6MEDIFAXより）

■保険外併用療養拡大や「データヘルス計画」
も／成長戦略素案
　甘利明経済再生（一体改革）担当相は６月５日の
産業競争力会議に、成長戦略の素案を示した。保険
外併用療養を外部審査方式を取り入れて拡大させる
ことや、全ての健保組合に加入者の健康保持増進の
事業計画「データヘルス計画（仮称）」を作成するよ
う求めるなど、医療関係施策も大きな位置を占めて
いる。実現に向けた工程表も示した。
　成長戦略の素案は「日本産業再興プラン」「戦略

市場創造プラン」「国際展開戦略」の３つのプラン
で構成し、戦略市場創造プランには「健康寿命の延
伸」が盛り込まれている。健康寿命の延伸では「健
康予防・介護関連産業の市場規模を2020年に９兆円

（現状２兆円）に拡大」「医薬品、医療機器、再生医
療の医療関連産業の市場規模を20年に12兆円（現状
９兆円）に拡大」の２つを成果目標に掲げた。
　具体的な施策には▽保険外併用療養の拡大▽日本
版ＮＩＨの創設▽一般用医薬品のインターネット販
売解禁▽医療・介護・予防分野のＩＣＴ利活用を加
速化▽医薬品医療機器総合機構の体制強化で20年ま
でに医薬品・医療機器の審査ラグゼロを実現―など
がある。
●全健保組合にレセプト分析を
　予防・健康管理の推進に関する新たな仕組みづく
りとしては、全ての健保組合にレセプトデータの分
析と、それに基づいた加入者の健康保持増進のため
の事業計画「データヘルス計画」の作成・公表・事
業実施・評価の取り組みを求める。そのために健康
保険法関連の厚生労働大臣指針（告示）を2013度中
に改正する。計画に着手するのは14年度となる。厚
労省は「国として後押しや指導をしたい」（保険局保
険課）としている。まずは健保組合から始めるが、
素案には「市町村国保が同様の取り組みを行うこと
を推進する」とも記載した。
　医療分野の研究開発の司令塔になる日本版ＮＩＨ
は、新たな独立行政法人として創設することを明記
した。
●“混合診療”は保険外併用療養で／甘利担当相
　甘利担当相は会合終了後の記者会見で「混合診療
については保険外併用療養として取り組んでいく」
と発言したことを明かした。「混合診療の全面解禁」
ではなく、現行制度の中で対応していくことを明言
した形だ。（6/6MEDIFAXより）

規制改革会議
■医療のＩＣＴ化や再生医療を推進／規制改
革会議が首相に答申
　政府の規制改革会議（議長＝岡素之・住友商事相
談役）は６月５日、127項目にわたる規制改革事項を
盛り込んだ答申を取りまとめ、岡議長が安倍晋三首
相に手渡した。健康・医療分野では、医療のＩＣＴ
化、再生医療、医療機器の規制改革、一般健康食品
の機能性表示を可能にする仕組みの整備を盛り込ん
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だ。当初、検討課題に挙がっていた保険外併用療養
の拡大については今回は盛り込まなかったが「さら
に、議論を掘り下げ、思い切った規制改革に取り組
む必要がある」とし、会見した岡議長も「（７月から
の）来期には優先項目に入るだろう」との見解を示
した。
●保険外併用療養の拡大は来期
　保険外併用療養については再生医療の項目で「革
新的な再生医療等製品が早期に患者に提供されるよ
う、保険外併用療養費制度を積極的に活用する」と言
及した。岡議長は、健康・医療ワーキング・グルー
プ（ＷＧ）の項目に保険外併用療養の拡大は掲げら
れたが、時間の制約もあり優先事項にはならなかっ
たと説明。一方で、最先端の医療機器の実用化を推
進する中、その医療機器が使用されなければ意味が
ないと指摘。使用促進に当たって岡議長は「保険外
併用療養の拡大、いわゆる混合診療が密接に関係し
てくる」と述べ、来期の議論で取り上げる意向を示
した。
　医療のＩＣＴ化については、医療サービス全体の
効率化が進んでおらず、国民が自身の診療情報を管
理できる仕組みが構築されていないとして、本格的
に加速化する必要性に言及した。ＩＣＴ化に向けて
▽医療機関の機能分化や連携▽個人や保険者による
健康管理▽匿名化された医療データの活用─など、
厚生労働省が主体となって５年後・10年後の全体構
想と工程表を早急に策定することとした。
　遠隔医療の推進にも言及し、テレビ電話による遠
隔診療は従来の電話診療と比較し効果が高いにもか
かわらず、特定疾患治療管理料や在宅療養指導管理
料を算定できない事例があると指摘。安全性・有効
性が認められたものから2014年度診療報酬改定に合
わせて検討を行う必要があるとした。
　社会福祉法人の財務諸表については、13年度分以
降全ての社会福祉法人が公表すると記載した。健
康・医療ＷＧの（座長＝翁百合・日本総合研究所理
事）は、これは一つの大きなきっかけだとし「社会
福祉法人の経営の健全化も含めて取り組んでまいり
たい」と述べた。
　政府は、答申内容の実現に向けて「規制改革実施
計画」（仮称）を策定し、14日の閣議決定を目指す。

（6/6MEDIFAXより）

経財諮問会議
■経済再生で財政健全化につなげる／骨太素
案「皆保険は堅持」
　政府の経済財政諮問会議は６月６日、予算編成の
基本方針となる「骨太方針」の素案をまとめた。ア
ベノミクスの「３本の矢」（金融政策・財政政策・
成長戦略）で経済を再生し、財政健全化につなげる
という内容。国・地方の基礎的財政収支（プライマ
リーバランス）の目標も盛り込んだ。「2015年度ま
でに10年度比で赤字の対ＧＤＰ比を半減し、20年度
までに黒字化、その後も債務残高の対ＧＤＰ比の安
定的な引き下げを目指す」と記載した。政府は７日
以降、与党と調整する。来週の諮問会議で正式に決
定・答申した後、閣議決定する予定。
●「中福祉・中負担」を目指す
　社会保障分野については、第３章「経済再生と財政
健全化の両立」の中で重点的に触れている。財政健
全化の観点から「社会保障以外の支出について、一
層の重点化・効率化を進める。また、社会保障支出
についても聖域とはせず、見直しに取り組む」と記
載した。社会保障の規模は「中福祉・中負担」を目
指す。国民皆保険制度を将来にわたって堅持する方
針も明示。健康長寿化やＩＣＴ化、後発医薬品の使
用促進などに取り組む。健康増進を図りつつ、効率
的な社会保障サービス提供体制を構築する方針だ。
　医療提供体制の改革については、地域ニーズに合
致しているかを検証した上で、医療提供体制の効率
化や、平均在院日数の縮減、地域包括ケアシステム
の構築などに取り組む。ＩＣＴを活用しながらエビ
デンスに基づき医療計画を策定するほか、医療法人
間の合併や権利移転などの制度改正も検討する。高
齢者医療の自己負担の見直しについても検討し、早
期に結論を得る。国保の都道府県単位化などについ
ても検討を進める。具体的な政策については社会保
障制度改革国民会議で議論を深めていく。
　医療・介護のＩＣＴ化をめぐっては、健康管理や
サービスの質向上・効率化に向け、５年間をめどに
ＩＣＴ化の工程表を策定し、データ活用の先進国に
育成する。保険者が外来受診の適正化などを図るた
めにもＩＣＴを活用できる仕組みを早急に整える。
●「社会保障も聖域ではない」
　諮問会議後の会見では、一般紙記者から「具体的な
項目が少ない」などと厳しい指摘が相次いだ。これ
に対して甘利明経済再生（一体改革）担当相は「社
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会保障も聖域ではないと書いた。それ以外もしっか
りやる。ほぼ全ての分野を網羅した書き方だ」と述
べ、14年度予算編成過程で具体的な効率化策が絞り
込まれていくとの考えを示した。

（6/7MEDIFAXより）

国民会議
■伊藤委員「将来は混合診療を」／国民会議

「むしろ支出増」の声も
　社会保障制度改革国民会議（会長＝清家篤・慶應
義塾長）は６月３日開かれ、経済財政の視点から見
た社会保障改革をテーマに伊藤元重委員（東京大大
学院教授）がプレゼンテーションし、将来的な課題
として保険医療の根幹を守るために“混合診療”を
進めることが「必要となるかもしれない」と提案し
た。委員からは、現行の保険外併用療養費制度との
関係性を問う声や、混合診療の全面解禁でむしろ公
的医療支出が増える可能性があるとの指摘など、牽
制する意見が出た。
　経済財政諮問会議の民間議員でもある伊藤委員
は、社会保障改革抜きに財政健全化を実現すること
は不可能だと指摘。社会保障の改革メニューは現状
でも数多く出されており、対応可能なものはすぐに
実施し、利害調整や世論形成に時間を要するものに
ついても、すぐに検討は始めるべきだと求めた。
●「受診時定額負担」の再検討も
　速やかに対応できる取り組みには、70－74歳の自
己負担を２割にすることや、後発医薬品の使用促進
に向けた具体策の導入を挙げた。「政治的な合意が得
られれば」と前置きした上で、かつて議論され導入
が見送られた経緯がある「受診時定額負担」の再検
討も例示した。成果が出るまでに時間がかかるが、
すぐにでも検討・導入を始めることとしては、保険
者機能の強化を目的とした国保運営の都道府県化を
挙げた。
　“混合診療”は「将来、より大胆な改革が求められ
るときに必要な検討」として例示。提出した資料に
は「混合診療を進めていき、保険医療でカバーする
部分を限定する、というのは批判が多いと予想され
るが、将来的に日本の保険医療の根幹を守るために
必要となるかもしれない」と記した。このほか、フ
リーアクセスの制限を前提に、ゲートキーパー制度
の導入を検討することも示している。
　伊藤委員はこうした制度改革を挙げた上で、税と

保険料の役割分担をどう考えるかや、公的財源でカ
バーすべき部分とそうでない部分の境界の設定など
を、現時点で固めておくべきだと提言した。
　“混合診療”については宮武剛委員（目白大大学院
客員教授）が反論。保険医療を守るための導入とい
う考え方について「有効性や安全性が疑わしい医療
にも保険給付をすることになれば、むしろ公的な医
療支出が増える可能性もある」と慎重な検討を求め
た。権丈善一委員（慶応大教授）も、保険外併用療
養費制度との関係をどう捉えるかが重要との趣旨の
発言をした。
　年金分野の議論が中心だったが、国民会議は次回
10日の会合で医療・介護分野を再び集中的に議論す
る予定。その後は、年金と少子化対策を含んだ４分
野の議論を総合的に進めていく。

（6/4MEDIFAXより）

■国民会議、在宅移行と医介連携が焦点に／
国保広域化は一致
　政府の社会保障制度改革国民会議は６月10日、医
療分野の集中討議をした。医療提供体制の議論では
遠藤久夫委員（学習院大経済学部長）が、医療と介
護の関係者が特別部会のような形で集中的に審議す
ることが重要だと主張し、在宅医療や医療・介護連
携の重要性に焦点が当たった。国保の運営は、市町
村に保険料の徴収業務などを残したまま広域化する

「分権制」が浮上した。
　国民会議は２巡目の議論に入った。事務局は「さ
らに、議論すべき事項①」として▽国保制度▽被用
者保険・高齢者医療制度▽医療提供体制―の３つの
課題を提示。議論では権丈善一委員（慶応大教授）
が「提供体制の改革が最優先課題。改革をしないと
2025年までの医療は持たない」と危機感をあらわに
すると、大島伸一委員（国立長寿医療研究センター
総長）は「１つの臓器を治し、50－60代の生命予後
を延長させることが目標だった20世紀型の医療はも
う通用しない。医療は大きな転換点にある。全身を
診ることができなければ、80歳、90歳の高齢者医療
はうまくいかない。専門医ばかりを養成するシステ
ムを変えなければ医療は変わらない」と問題提起し
た。
　遠藤委員は社会保障審議会・医療保険部会の議論
の内容を紹介した上で、制度論に言及した。「全て
の機能の病院で平均在院日数の短縮を目指す以上、
最終的な受け皿は在宅になる。在宅医療や、医療と
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介護の連携の進み方は重要だ」と指摘。「制度横断
的な議論をするため、介護と医療の関係者を集めた
社保審の特別部会のようなもので集中審議をし、提
供体制と診療報酬の在り方を調整することが必要」
と提案した。　遠藤委員は会合終了後の記者会見で
自身の発言について「医療と介護はカルチャーが違
う。厚生労働省内の部局も違う。私は医療側の人間
で、在宅医療の話は丁寧にやるが、介護との連携は
あまり詳しくやらない。逆もそうではないか。そこ
がネックとすれば、形はともかく両方の関係者で議
論したらどうかということ」と説明。
　一方、国保の広域化には多くの委員が賛同した。運
営主体を都道府県化した場合でも、保険料の徴収な
どは市町村が責任を持つ「分権制」が賛同を集めた。
宮武剛委員（目白大大学院客員教授）は「都道府県
が運営しても県内で均一の保険料にはならない」と
し、遠藤委員も同調した。山崎泰彦委員（神奈川県
立保健福祉大名誉教授）は「保険料の未納には市町
村が責任を持つ。そうした分権的広域化になる」と
述べた。
　清家会長は、分権的要素を持つ都道府県単位への
広域化は共通認識だと整理。総報酬割で浮く財源に
ついては、少なくともその一部を国保の持続可能性
向上に活用する方向だとの認識を示した。

（6/11MEDIFAXより）

■パブコメは計714件／国民会議
　社会保障制度改革国民会議事務局は６月10日、４
月から５月にかけて募った社会保障制度改革に関す
る意見が714件あったと発表した。個人から572件、
団体から142件が寄せられた。
　医療分野では▽国民皆保険制度の維持▽医療従事
者の確保と医療連携の強化▽現役世代と高齢世代の
負担の公平性、高齢者医療制度▽地域での看取りの
体制整備、終末期医療の在り方―などの項目につい
て多く意見が寄せられた。介護分野では、地域包括
ケアシステムの構築や軽度者に対する支援などに関
する意見が多かった。（6/11MEDIFAXより）

医療事故調
■医療事故調創設へ、大枠を取りまとめ／厚
労省検討部会が報告書
　厚生労働省の「医療事故に係る調査の仕組み等の
あり方に関する検討部会」（座長＝山本和彦・一橋大

大学院教授）は５月29日、再発防止と原因究明を目
的とする医療事故調査制度の創設に向け、予期せぬ
診療関連死を対象とする制度の大枠について意見を
取りまとめた。厚労省は内閣法制局などと法制化が
必要な事項について検討し、秋の臨時国会への提出
を想定している「医療法等の一部を改正する法律案

（仮称）」に盛り込む予定だ。
●詳細はＧＬで、６月にも検討の場
　制度の大前提となる各医療機関における院内事故
調の手順や、新たに設置する中立的な第三者機関へ
の届け出など、制度運用上の詳細についてはガイド
ライン（ＧＬ）を策定する。ＧＬ策定については厚
労省が新たに検討の場を設け、早ければ６月中にも
検討を開始する。
　これまでの議論を踏まえて厚労省が提示した「医
療事故に係る調査の仕組み等に関する基本的なあり
方案」に基づき議論した。文言の修正と、一部の事
項に反対意見があったことを盛り込むことも決め、
同検討部会の総意をまとめた報告書とした。
　報告書は▽調査の目的▽調査の対象▽調査の流れ
▽院内調査の在り方▽第三者機関の在り方―で構
成。予期しない診療関連死が発生した場合、医療機
関がまずは遺族に十分な説明を行い、第三者機関に
届け出るとともに速やかに院内事故調査を実施する
こととした。院内調査の結果は第三者機関に報告す
る。第三者機関は医療機関からの報告を確認・検証・
分析し、再発防止策の普及・啓発に取り組む。
●都道府県医師会など支援組織に登録
　院内調査は、第三者性の担保として外部の医療専
門家に支援を求めることが原則。規模の小さい医療
機関など必要な専門家をそろえることが難しい場合
に対する支援や連絡・調整の窓口機能を担う体制と
して、都道府県医師会、医療関係団体、大学病院、
学術団体を「支援法人・組織」として登録する仕組
みを設けることも決めた。
　第三者機関の業務としてはこのほか▽医療機関か
らの求めに応じて院内調査の方法などを助言▽遺族
または医療機関の求めに応じて実施する医療事故調
査▽「支援法人・組織」や医療機関で事故調査など
に携わる者への研修―を挙げた。

（5/30MEDIFAXより）

■医師法21条の解釈、整理して周知／厚労
省・田原医事課長
　厚生労働省医政局医事課の田原克志課長は５月29
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日の「医療事故に係る調査の仕組み等のあり方に関
する検討部会」（座長＝山本和彦・一橋大大学院教
授）で、医師法21条の解釈について整理し、周知す
る考えを示した。周知する時期については言及しな
かった。医師法21条の解釈については医療界で「全
ての医療事故を警察に届け出なければならないとの
誤解が広がっている」との指摘があり、厚労省に対
応を求める声がある。
　同検討部会は会合で、予期せぬ診療関連死を対象
に再発防止と原因究明を目的とする医療事故調査制
度の創設に向け、同検討部会の総意を報告書に取り
まとめた。取りまとめに際して厚労省は、これまで
の議論の経緯やこれまでに上がった意見・反対意見
などを報告書に追加するための文章案を提示。その
中に「医師法第21条の解釈についてあらためて周知
を図るべきとの意見があった」との記載があり、議
論になった。
　飯田修平構成員（練馬総合病院長）は「（今回まと
める医療事故調については）医師法21条は関係ない
ということで議論している。誤解を招くので削除し
てください」と求めた。加藤良夫構成員（南山大大
学院教授、弁護士）も削除すべきとした。このため
今回の報告書には記載しないことになった。
　ただ、有賀徹構成員（昭和大病院長）は厚労省が
文章案に記載した趣旨について「医師法21条の解釈
とは、この間（2012年10月26日の同検討部会での）
医事課長が発言したことでよいか」と質問。これに
対し田原課長は「そのことも含めて、整理をした方
がよいのではないかという趣旨」と説明し、「整理し
たものを周知することになる」と述べた。
　12年10月の同検討部会の議事録によると、田原課
長は「厚労省が診療関連死について届け出るべきだ、
というようなことを申し上げたことはないと思って
おります」とした上で、「検案をして、死体の外表を
見て、異状があるという場合に警察署の方に届け出
るということでございます」と述べている。

（5/30MEDIFAXより）

機能分化
■機能分化は「地域多機能」など５分類／報
告制度で厚労省案
　厚生労働省は病床の機能分化を推進するために導
入する報告制度について、各医療機関が選択する医
療機能の名称や具体的な報告事項などを厚労省案と

してまとめ、５月30日の「病床機能情報の報告・提
供の具体的なあり方に関する検討会」（座長＝遠藤
久夫・学習院大教授）に「たたき台」として提示し
た。医療機能は▽急性期▽亜急性期（仮称）▽回復
期リハビリテーション▽地域多機能（仮称）▽長期
療養─の５つに分類した。厚労省医政局の原徳壽局
長は「主として担う機能であり、亜急性期で急性期
患者を診てはいけないということではない」と述べ、
弾力的に考えていると説明した。
　構成員からは特に、初めて示された「地域多機能」
について異論が続出した。厚労省は、医療資源が少
なく機能分化できない地域で、病棟数が２つ以下の
医療機関を対象にすると提案した。
　これに対し相澤孝夫構成員（日本病院会副会長）は

「多機能を持っている病院は、医療資源が少なくて機
能分化ができない所にだけ存在しているという偏見
があると思う」と指摘し、医療機関の多い都市部で
も認めるべきと反論。三上裕司構成員（日本医師会
常任理事）も「都市部でも地域に密着して全般的な
医療を提供している場合が多い」と同意した。加納
繁照構成員（日本医療法人協会会長代行）も「資源
が少ない所、と明文化されるのはよくない」と反対
した。山﨑理構成員（新潟県福祉保健部副部長）も

「同感」と述べた。
　「亜急性期」については、急性期経過後に引き続
き入院医療を要する状態の「ポストアキュート」に
加え、重装備な急性期入院医療までは必要としない
が在宅や介護施設で療養中に急性増悪した状態「サ
ブアキュート」に対する機能を一体化させ、在宅復
帰に向けた医療機能として位置付けたのに対し、異
論が続出。「ポストアキュート」に限るべきとの意
見や、一般国民には分かりにくいとの意見が上がっ
た。
●「地域多機能＝亜急性期＝地域一般病棟」では？
／西澤構成員

　西澤寛俊構成員（全日本病院協会長）は、厚労省
が「亜急性期」として示した医療機能こそ、都市部
で多機能を担う医療機関を指しているとの見方を示
し、「それをわれわれは『地域一般病棟』と言って
いる」と述べ、全日病の考えをあらためて主張。▽
複数の構成員が認めるよう求めている都市部の「地
域多機能」▽厚労省が示した「亜急性期」の考え方
▽全日病などが提唱している「地域一般病棟」─は
同義であるとし、「もう少し整理していただければ、
すっきりするのではないか」と述べた。
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（5/31MEDIFAXより）

臨床研修
■激変緩和は廃止へ、都市部の定員大幅減も
／臨床研修部会
　厚生労働省の医道審議会・医師分科会医師臨床研
修部会（部会長＝桐野高明・国立病院機構理事長）
は５月23日、募集定員の激変緩和措置を2015年度の
臨床研修制度の見直し後は継続しないことでおおむ
ね一致した。激変緩和措置が廃止されると、募集定
員の計算式の関係で、東京、大阪、兵庫、京都など
の都市部で定員上限が大幅にダウンする可能性があ
る。桐野部会長は「相当なインパクトがあるだろう」
とした上で、混乱を起こさないためにも段階的な変
更が必要との考えを示した。
　募集定員数についてはこのほか「（都市部への集中
を避け医師偏在解消のためにも）激変緩和措置をな
くすだけでは不十分」（小川彰委員＝岩手医科大理事
長・学長）、「地域医療や高齢者医療の経験という意
味では、募集定員に65歳以上の割合などを加味する
制度設計にすべき」（山下英俊委員＝山形大医学部
長）などの意見もあった。
　地域の医師不足解消を目的に、地域医療に従事す
る意欲のある医学生を対象とする地域枠について
は、現行通り一般枠の学生と同様にマッチングに参
加して臨床研修病院を決定すべきとの意見が相次
ぎ、反対意見は出なかった。
●研修病院群の外形基準で賛否
　研修病院群の形成については山下委員が、大学病
院と大小さまざまな医療機関が病院群を形成する外
形基準を定めるべきとの意見を繰り返し強調。大学
病院を含めた臨床研修病院群構想は全国医学部長病
院長会議が提唱しており、同会議顧問でもある小川
委員も同様の意見を示した。
　これに対し神野正博委員（社会医療法人財団董仙
会理事長）は、研修プログラム責任者と指導者講習
会を確実に受けた指導医がいるなど、研修に必要な
人員が確保されており、研修プログラムも評価され
ている病院であれば十分とし「（外形基準を定めるな
ど）とやかく言う筋合いの問題ではない」と反論し
た。清水貴子委員（聖隷浜松病院副院長）も「どう
いう内容の病院群かがとても大切」とし、病院群を
形成する範囲や形態、病院の規模などの外形基準で
はなく研修内容が重要との考えを示した。

　現在月１回の頻度で開いている会合を状況次第で
８月以降は月２回に増やすことを決めた。厚労省が
提案し、委員から反対はなかった。厚労省医政局医
事課医師臨床研修推進室の植木誠室長は会合後、記
者団に「早ければ９月中にも見直しの大枠はまとめ
ていただきたいと思っている」と述べた。

（5/24MEDIFAXより）

規制緩和
■米国の破滅した医療に「日本はすべきでな
い」／米経済学者ら
　内閣府経済社会総合研究所が主催したＥＳＲＩ国
際コンファレンスは５月31日、「日本経済の再生に向
けて」と題したパネル討論で、産業競争力会議で民
間議員を務める竹中平蔵氏（慶応大教授）と米国の
ジェフリー・サックス氏、ジョセフ・スティグリッツ
氏（共にコロンビア大教授）が規制緩和をめぐって
意見を戦わせた。成長戦略の一環である規制緩和は
日本に必要とする竹中氏に対し、サックス、スティ
グリッツ両氏は米国の医療などを事例に反論。会議
を通して金融緩和と財政出動の有効性については意
見が一致していただけに、成長戦略の難しさを際立
たせる形となった。
　冒頭、竹中氏は「政府は民間の自由度を上げること
を優先すべき」と述べ、企業経営者の委員らが企業
の新陳代謝を進める改革を拒んでいるとして、政府
の規制改革会議の議論は有望ではないと指摘した。
７月の参院選後は、さらに、族議員らの力が増すと
考えられるとして、「安倍首相には、規制緩和を含め
た経済改革に最優先で政治資源を傾けてほしい」と
述べた。
●規制緩和は危険な方向／サックス氏
　一方、サックス氏は「米国では規制緩和で民間企
業にリーダーシップを与えた結果、強力な利益団
体・ロビイストを生み出した。無駄が多く、入院コ
スト・医薬品が高額な破滅した医療制度に、日本は
するべきではない。規制緩和・民営化は危険な方向
性だ」と警告した。
●規制緩和に失敗、貧民から搾取／スティグリッツ
氏　

　スティグリッツ氏も「米国は規制緩和に失敗し、
貧しい人を搾取している。民間の首を絞めてはいけ
ないが、市場には失敗があり、政府には重要な役割
がある」と述べた。
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●副作用含め慎重な議論必要／竹中氏
　これに対し竹中氏は「日本と米国では規制緩和の
イメージとレベルが違う。日本では15年間も農業の
株式会社化を議論している。（全体として）規制緩和
の善しあしを議論しても仕方ないので、個別の政策
で副作用も含めた慎重な議論が必要」と応じた。
　スティッグリッツ氏は「日本の状況を考えると、
個々の分野では規制緩和は必要だろう」とした上で、

「慎重に行うべき」とくぎを刺した。
（6/3MEDIFAXより）

■医療は公共部門が行う方が効率良い／米・
スティグリッツ氏
　米国の著名な経済学者であるジョセフ・スティグ
リッツ氏（コロンビア大）が５月30日、内閣府経済
社会総合研究所の主催するＥＳＲＩ国際コンファレ
ンスのため来日し、「公共部門の行う医療の方が民間
部門よりも効率性が高い」と述べ、日本の増税によ
る社会保障の充実に理解を示した。
　スティグリッツ氏は「米国では民間部門が担って
いる医療の効率が悪いため、負担が多くなっている。
公的医療制度のフランスはＧＤＰの11％が税ベース
の医療費だが、米国よりもアウトカムが高い。国が
行う社会保障の方が効率性が高いのは、民間部門よ
りも問題への対応力があり、取引コストも低くでき
る可能性があるからだ」と述べた。
●「ＴＰＰは透明性がない」と警鐘
　シンポジウムに同席した日本のエコノミストらが
環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の交渉参加を前向きに
捉える発言をする中で、スティグリッツ氏は参加に
警鐘を鳴らした。日本はグローバル化を進める必要
があるとしながらも「ＴＰＰは自由貿易協定ではな
く、透明性がない。薬へのアクセスが難しくなる」
と述べた。
　スティグリッツ氏は2001年に「情報の経済学」を築
き上げた貢献により、ノーベル経済学賞を受賞。07
年からの世界金融危機を予言したことでも知られ、
米国の格差問題などに関する著作も多い。

（5/31MEDIFAXより）

金融庁
■現物給付は将来課題も、直接支払いは可能
／金融庁ＷＧが報告書
　金融庁は６月７日の「保険商品・サービスの提供等

の在り方に関するワーキング・グループ」で、前回
会合の議論を受けて修正した報告書案を提示し、了
承された。医療関係では▽生命保険契約等での現物
給付の解禁は将来の検討課題▽直接支払いサービス
を顧客に提供することは可能である旨を明確化し、
顧客サービスの充実を図る▽不妊治療に係る保険は
モラルリスクなどの問題に対応すれば社会的意義が
ある―などを盛り込んだ。報告書は金融審議会に提
出する予定。
　報告書では、現物給付について「保険会社が将来
時点で提供する財・サービスの質等についてどのよ
うに担保するか」「保険会社が財務の健全性を確保す
る観点から、財・サービスの価格変動リスクにどの
ように対処するか」などの課題が指摘されていると
し、解禁は将来の検討課題となった。
　一方、直接支払いサービスについては、保険会社
は保険金額の範囲内で提携事業者に支払いをすれば
よく、価格変動リスクを負わないことなどから現物
給付を認めた場合の懸念の大部分を回避することが
できると記載した。ただし提携事業者の提供する財・
サービスの内容などの情報提供や、適切な提携事業
者を提示するための体制整備を義務付けることが適
当としている。
　委員からは「直接支払いサービスは現物給付に向
けた一歩であって、保険会社が提携事業者との連携
を深めることで、サービスの質の向上や顧客との情
報の非対称性を解消できる」との声が上がった。
　金融庁保険企画室の担当者は会合後、「直接支払い
サービスは報告書に沿って監督指針を作れば時間を
かけずにできる。保険会社の要望・スケジュール次
第」と話した。（6/10MEDIFAXより）

■医療機関に「金融コンシェルジュ」／金融
庁などが促進
　金融庁と日本ファイナンシャル・プランナーズ協
会（日本ＦＰ協会）は、医療・介護サービス利用者
が抱える金銭面の悩みに対して相談に乗る「金融コ
ンシェルジュ（仮称）」について、医療機関や介護施
設に設置を促す取り組みに乗り出す。日本ＦＰ協会
が６月から、河北総合病院（東京杉並区）でファイ
ナンシャルプランナーによる週１回のパイロットプ
ロジェクトを開始し、徐々に実施医療機関を拡大す
る。実施施設の目標数は定めていない。
　金融庁によると▽保険金・給付金の受け取り▽費
用を捻出するための家計のやりくり方法▽資産運用
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方法―などについて相談したいという患者や介護
サービス利用者のニーズがあったという。金融コン
シェルジュは、中立的な立場から家計のやりくりの
こつや一般的な金融知識を伝え、個別の金融商品や
不動産の個別取引などの助言は行わない。
　河北総合病院の運営状況をみながら、東京都病院
協会の協力の下で、設置する医療機関や介護施設を
拡大していく。金融庁は「パイロットプロジェクト
の評判次第で、医療機関から要請があるのではない
か」としている。（5/14MEDIFAXより）

財政審
■吉川分科会長、画一的な医療費削減は否定
／財政審が報告書
　財務大臣の諮問機関である財政制度等審議会の財
政制度分科会（分科会長＝吉川洋・東京大大学院教
授）は５月27日、「財政健全化に向けた基本的考え
方」をまとめ、麻生太郎財務相に提出した。社会保
障分野では、税との一体改革の中で、重点化・効率
化を図るための新たな制度改革に踏み込むことが必
要だと強調。医療・介護保険制度や医療・介護サー
ビスの提供体制を改革する必要性にも言及したが、
吉川分科会長は記者会見で、医療費に関する画一的
な削減には否定的な見方を示した。
　医療・介護保険制度の改革については、社会保障
制度改革国民会議で話題に上っている「軽度者に対
する介護保険給付の見直し」「高額療養費制度の見直
しや、一定病床数以上の一般病床における紹介のな
い外来受診への定額負担の導入」などについて、速
やかな実現を図るべきだとした。
　医療・介護サービスの提供体制についても、国民
会議で議論されている取り組みに言及。「医療計画上
の病床規制（基準病床数の算定）を高度急性期・一
般急性期・亜急性期といった新たな医療機能別にす
る」「医療機能の分化・連携のための医療機関の再編
などができるよう、医療法人制度を見直す」などに
ついて、検討が深まり、早急に制度化されていくこ
とに期待感を示した。
　さらに、報告書では、医療・介護サービスの提供
体制を改革する上での公費の追加手法に注文を付け
た。「医療機能ごとの診療報酬の重点配分が所期の効
果を発揮するためには、病院と診療所間の連携を含
め、医療機能の分化・連携が一定程度進捗している
ことが前提とならなければならない」と強調した。

　麻生財務相への報告書提出を終え、記者会見した
吉川氏は「医療については、病院と診療所の関係な
ど見直さなければならないことはある。将来の医療
提供体制にとって大変重要だ。こうした供給体制の
改革に沿った形でお金を使っていく必要があるとい
うことを、かなり立ち入って（報告書に）書いてあ
る。ただ単に医療費を削ることを書いてあるわけで
はない」と述べ、画一的な削減ではなく効率化が重
要と説明した。
　財政運営の在り方については、報告書の中で、国
と地方の基礎的財政収支（プライマリーバランス＝
ＰＢ）について、2015年度までに対ＧＤＰ比の赤字
を10年度の水準から半減させる政府目標を、確実に
達成することが不可欠だと強調。財政健全化を進め
ていく上では、歳出抑制や増税といった取り組みを
避けて通ることはできないと訴えた。

（5/28MEDIFAXより）

中医協
■日帰り・短期入院の包括化を推進／厚労省、
中医協総会で論点提示
　厚生労働省は５月15日の中医協総会に、短期滞在
手術基本料１（日帰り）と同基本料２（１泊２日）
の対象手術を受けた患者の多くが規定を超えた入院
期間になっており、出来高算定する医療機関が多い
現状があるとして問題意識を示した。論点として包
括化の推進を提示。診療側も支払い側も反対はしな
かったが、より豊富なデータを基に慎重な議論が必
要との姿勢を示した。
　厚労省は今後、ＤＰＣ以外のデータなども可能な
範囲で集めて資料を再度示し、議論を継続させる方
針。包括化を推進する場合、例えば、15歳未満の一部
のヘルニア手術だけを対象にしている基本料３（４
泊５日）の対象手術を増やすことなども考えられる
という。
　短期滞在手術基本料１と同基本料２は2000年度診
療報酬改定で新設された。基本診療料や検査料、麻
酔料などの一部を包括した点数で、基本料１は入院
当日に退院する眼内レンズ挿入術などが対象。基本
料２は入院翌日までに退院する顎下腺腫瘍摘出術な
どが対象。１も２も、医療機関は出来高算定も選択
できる。08年度改定では、標準的治療法が確立され
ており入院期間や費用に大きな変動のない手術を対
象に基本料３を新設した。



京都保険医新聞

13第168号

2013年（平成25年）6月25日　毎月５日・20日・25日発行� 第2861号

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

　厚労省はＤＰＣデータから、短期滞在手術基本料
の対象となる手術症例の在院日数分布を提示。日帰
りの基本料１では、眼内レンズを挿入する水晶体再
建術の平均在院日数が4.35日、１泊２日の基本料２
では、子宮頸部（膣部）切除術が3.98日などだった。
　これらのデータから▽基本料１と基本料２の対象
手術をする際、出来高算定が多い▽定めた入院期間
を超えはするが、多くの症例が在院日数５日未満に
収まる―などを課題に挙げ、今後の論点に、治療・
検査の方法や入院期間が標準化されてきているもの
について包括的評価を推進することをどう考えるか
と示した。
●包括議論「条件と点数が必要」
　議論ではデータ不足を指摘する声が多く上がっ
た。在院日数分布がＤＰＣ病院のものだけだったこ
となどから安達秀樹委員（京都府医師会副会長）は

「これ以上の議論はできない。包括化は実態に合わな
いと駄目だ。また、包括化をどう考えるかと言われ
ても、条件設定と点数が一緒に来ないと議論のしよ
うがない」と指摘。嘉山孝正委員（全国医学部長病
院長会議相談役）は、包括化は良いことだとしなが
らも「単純な手術でもこれだけ幅がある治療がされ
ているということだ」と、その難しさも指摘した。
　支払い側からは、日帰りのケースと３－４泊かか
るケースで何が違うのかを調べるべきとの問題意識
が示された。白川修二委員（健保連専務理事）は

「（急性期入院はＤＰＣで包括されており）短期も包
括化すべきだが、現実と理屈の乖離が大きい実態な
どを整理すべき」と述べた。

■訪看ＳＴの焦点に「大規模化」／中医協総
会で厚労省
　中医協総会（会長＝森田朗・学習院大教授）は５月
29日、次期改定に向け在宅医療を議論した。厚生労
働省は訪問看護の推進に向け、訪問看護ステーショ
ンの規模や機能の評価を論点に提示。大規模化の方
向性を示す厚労省に対し、規模だけの評価に反対す
る声や、小規模事業者の連携を重視すべきなどの意
見が診療側委員を中心に出た。厚労省保険局の宇都
宮啓医療課長は「次回は、小規模では管理業務に時
間を取られてしまうというデータも示す。その上で
議論をいただきたい」と、大規模事業所を増やす方
針に強い意欲を示した。
　厚労省は会合に、2012年度改定の結果検証調査の
結果概要（速報）を示した。訪問看護ステーション

の規模については、職員数５人以上の事業所の割合
が11年の31.7％から36.9％に増加。事業所の規模が
小さいほど看護職員１人当たりの看取り数や緊急訪
問回数が少ない傾向があり、規模が大きいほど要介
護度の高い利用者が多かった。小規模ほど複数のス
テーションからの訪問看護を利用している患者が多
かった。
　厚労省は調査結果から、訪問看護の課題に▽需要
の増加と利用者像の多様化▽患者の求めの上位は

「24時間対応」「病状が重くなった際の対応」「頻回
訪問の対応」▽看護職員５人以上のステーションや
その従事者は増加傾向で、規模の大きい事業所ほど
頻回訪問が必要な重度者を多く抱えている―を挙げ
た。規模が大きい方が効率的に充実した訪問看護が
できているとし、大規模事業所を増やす方向性を示
した。
●大規模化は「サテライト含む」
　これに対して嘉山孝正委員（全国医学部長病院長
会議相談役）は「現状の小規模の機能を評価してネッ
トワークをつくることに診療報酬を充てる方が訪問
看護は充実するのではないか」と問題提起した。宇
都宮医療課長はネットワーク化に理解を示した上で

「大規模化とは単に規模を大きくすることではない。
コアの事業所を持ち、他にサテライトを持つことを
含んでの大規模化」と説明。小規模事業所の問題点
として「管理業務に時間を取られ、訪問看護の時間
が少ない」ことも挙げた。だが万代恭嗣委員（日本
病院会常任理事）が「連携で規模の小ささを補うこ
とも論点にすべき。管理業務が煩雑で小規模ではこ
なしきれないのなら、ＩＴ使用に手当てをする方策
も考えられる」と発言した。次回の訪問看護の議論
で厚労省は意見も含んだ論点を示す見込み。
　「大規模」の具体的なイメージも議論になった。厚
労省は現段階で何人以上という想定はないと回答。
西澤寛俊委員（全日本病院協会長）は「適正規模に
ついて議論すべき。24時間体制を取るための適正規
模として５人は必要ではないか。ただ、数十人のス
テーションは大きすぎる。規模が大きいほど良いわ
けではない」と指摘した。（5/30MEDIFAXより）

■亜急性期の機能とは、明確化へ議論開始／
中医協・入院分科会
　厚生労働省の中医協「入院医療等の調査・評価分
科会」（分科会長＝武藤正樹・国際医療福祉大大学
院教授）は５月30日、亜急性期医療の機能や、亜急
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性期入院医療管理料の議論に着手した。亜急性期の
機能をより明確化して検討を進めることで、ほぼ一
致。回復期リハビリテーション病棟と分けている意
味を問う意見も出た。
　亜急性期入院医療管理料は2004年度診療報酬改定
で新設。12年度改定では評価体系を一部見直し、リ
ハビリなしの管理料１を2061点、リハビリありの管
理料２を1911点とした。管理料２は回復期リハビリ
テーション病棟入院料１と同じ点数にそろえた。
　厚労省は12年度の入院医療調査結果を示し、亜急
性期入院管理料の患者の特徴などを説明。亜急性期
のない一般病棟13対１や回復期リハビリ１の患者
と、病名がおおむね重複していることや、レセプト
請求金額が回復期リハビリ１の患者より少なく、13
対１の患者より高いことを示した。亜急性期入院管
理料の算定内訳では、リハビリありの管理料２が
88.2％を占めた。在宅復帰率は７対１病棟よりも高
い病室が多かった。
　議論では、亜急性期病床が約１万7500床にとど
まっていることなどから「概念が十分に定まってい
ない。もう一度きちんと定義付けすべき」（石川広己
委員＝千葉県勤労者医療協会理事長）、「このような
病床だと役割をはっきりさせるべき」（香月進委員
＝福岡県保健医療介護部医監）など、「亜急性期と
は何か」という論点が浮上。髙智英太郎委員（健保
連理事）は「亜急性期入院医療管理料を算定してい
る患者像は、13対１と回復期リハビリに比べ大差な
い。しかし、レセプト請求額は13対１を上回る。今
後も管理料を継続させるなら、亜急性期の病院機能
を明確化しておく必要がある。急性期患者の受け入
れや在宅復帰率の強化について深掘りした検討が必
要だ」と問題提起した。
　亜急性期の存在意義については、武久洋三委員

（医療法人平成博愛会理事長）が「急性期的要素を
持つ慢性期病床は必要だが、今の亜急性期をそのま
ま拡大しても意味がない」と指摘。対して佐栁進委
員（国立病院機構関門医療センター病院長）は「今
後のベッドシフトのために魅力的な誘導装置だ」と
評価した。議論は亜急性期と回復期リハビリの関係
性にも及び「両者の差はあまりなく、分けなくても
よい」（嶋森好子委員＝東京都看護協会長）、「分ける
必要があるのか」（武久委員）などの疑義が出た。
●論点に「病棟単位への移行」も
　厚労省は会合に、今後の亜急性期医療に求められ
る機能として▽急性期からの受け入れ▽在宅・生活

復帰支援▽緊急時の受け入れ―の３点を示し、複数
の委員が賛同した。３つの機能を基に位置付けを明
確化する。議論の論点としては▽現行の病室単位か
ら病棟単位の評価に移行させることをどう考えるか
▽亜急性期機能を持つ療養病棟の存在をどう考える
か─などを挙げた。（5/31MEDIFAXより）

医療保険部会
■国保の都道府県化に慎重論も／医療保険部
会
　厚生労働省の社会保障審議会・医療保険部会（部
会長＝遠藤久夫・学習院大教授）は５月10日、社会
保障制度改革国民会議の議論から浮上した論点につ
いて検討した。主な議題は後期高齢者支援金への総
報酬割の導入と、それにより生じる財源の使い道の
ほか、国保運営の都道府県化の是非。４月の国民会
議では国保運営の都道府県化に多くの委員が賛同し
たが、知事会の代表などが委員に名を連ねる医療保
険部会では拙速な都道府県化に異を唱える慎重論が
出た。
　国保保険者の都道府県化に議論が及ぶと福田富一
委員（全国知事会社会保障常任委員会委員長）が挙
手し、不満を吐露するように発言した。「国民会議
では構造的問題の抜本解決を図った上で検討すべき
と主張した。しかし、今の国民会議は都道府県を保
険者とする結論ありきだ。総報酬割でできた財源を
充当するのは一つの有効な手段だが、各保険者の理
解が必要であり、それで持続可能な制度が実現する
とは考えにくい」と主張。齋藤正寧委員（全国町村
会副会長）の代理で出席した久保雅氏（同会行政部
長）も「構造問題を解決せずに都道府県が保険者に
なるだけでは、巨大な赤字団体をつくるだけ」と同
調した。
　都道府県では保険者機能を果たせないのではない
か、という視点からの意見も出た。岩村正彦部会長
代理（東京大大学院教授）は「保険料の付加や徴収
のほか、地域包括ケア化を進めている介護保険との
整合性など、解決すべき点が多い」と指摘。齋藤訓
子委員（日本看護協会常任理事）は「市町村が行っ
ているきめ細やかなサービスが広域化してもできる
のか。サービスの担保が前提」と述べた。一方で横
尾俊彦委員（全国後期高齢者医療広域連合協議会長）
が「規模が大きくなるとサービスの質が落ちるとい
うのはおかしい。マネジメントの問題だ」と反論す
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る場面もあった。
　「市町村国保は破綻寸前」（岡﨑誠也委員＝全国市
長会国民健康保険対策特別委員長）など、国保運営
の逼迫は共通認識だが、医療保険部会ではすんなり
都道府県化とはいかない情勢だ。
●総報酬割の財源、意見割れる
　総報酬割を導入した場合に生じる2000億円規模の
財源の使途については意見が割れた。国民会議で多
くの賛同者が出た国保財政に充てる案について「大
変心強い。限られた財源の中での有力な解決策の一
つ」（久保氏）とする一方で、「国保に充てるのは理
不尽」（白川修二委員＝健保連専務理事）、「被用者保
険の財政基盤の強化に必要」（岩村部会長代理）など
さまざまな意見が出た。

（5/13MEDIFAXより）

■保険機関の指定権限「都道府県へ付与」に
反対／医療保険部会
　社会保障制度改革国民会議の「議論の整理案」に
示された「都道府県に保険医療機関の指定・取消権
限を付与する」との提案をめぐり、５月10日の社会
保障審議会・医療保険部会（部会長＝遠藤久夫・学
習院大教授）では、現行法に基づき地方厚生局の下
で全国一律の基準で行うべきとの意見が大勢を占め
た。国民会議委員の提案には否定的な意見が強かっ
た。
　白川修二委員（健保連専務理事）は「現在の仕組
みに問題があるのか。地方の事情もあるだろうが、
保険者としては公平な目で全国一律な基準で進めて
もらいたい」と述べた。堀憲郎委員（日本歯科医師
会常務理事）も、都道府県に付与した場合、ばらつ
きが出る可能性があるとして慎重な議論を求めた。
　岩村正彦部会長代理（東京大大学院教授）も「公
的医療保険は国保だけではなく、全国的に展開して
いる協会けんぽや健保組合なども関わっており、国
が指定・取り消しの権限を持つべきという意見の方
が、法の趣旨にはかなうと思う」と述べた。
　その上で「国民会議の考え方の詳細は分からない
が、医療計画にのっとった地域の医療提供体制の整
備という目的で、補助金のメカニズムとセットで都
道府県に指定・取り消しの権限を与えようという考
えであって、現在、診療報酬体系でやっている病院
の機能分化などの施策を、医療法による地域の医療
供給体制の整備に移すという構想ではないか」と説
明。「補助金のメカニズムとセットで都道府県に指

定・取り消し権限を与えて地域の医療供給体制を進
める仕組みには必ずしも賛成できない」と強調した。
　国民会議の議論の整理案では「医療計画の策定者
である都道府県を国保の保険者とし、さらに、は都
道府県に保険医療機関の指定・取消権限を与えるほ
か、その実効性を高めるための諸施策を講じ、医療
法改正に明示すべき」とされている。
●診療報酬は全国一物一価で
　一方、白川委員は、国民会議の整理案で「都道府
県への医療供給に係る統制力と地域特性に応じた診
療報酬設定の一部権限委譲も必要」との記載に言及
し、「診療報酬は全国一物一価でいくべきだ」と反論
した。（5/13MEDIFAXより）

■国民会議は大きなビジョンを／医療保険部
会で注文相次ぐ
　５月10日に開かれた医療保険部会では、多くの委
員が社会保障制度改革国民会議への不満を口にし、
より大きなビジョンを描くような議論をしてほしい
と注文した。白川修二委員（健保連専務理事）は「国
民会議の議論に失望した」と率直に語った。
　小林剛委員（全国健康保険協会理事長）は「国民
会議には、医療保険制度全体をどうするのかという
大所高所に立った議論が期待されている」と主張し、
武久洋三委員（日本慢性期医療協会長）は「国民会
議は2025年の問題への対応など、医療費が莫大に増
大するのをどう抑えるかを論議する場かと思ってい
たが、外側の議論をしている」と指摘した。　
　樋口恵子委員（高齢社会をよくする女性の会理事
長）は「国民会議では全体のビジョンを示すような
議論をしてほしい」と要望。白川委員は「国民会議
で議論してほしい最大のテーマは、皆保険制度の持
続性をどう担保するかというビジョンだ。そのため
には高齢者医療制度をどうしていくのかが最大の問
題だ」と求めた。（5/13MEDIFAXより）

■政策誘導は「診療報酬重視」が大勢／医療
保険部会、補助金と連携
　社会保障審議会・医療保険部会は５月16日、前回に
引き続き社会保障制度改革国民会議の議論から浮か
び上がった論点を検討した。国民会議では医療提供
体制の改革に当たり、診療報酬で誘導するより補助
金の活用が効果的だというアイデアが出ていたが、
医療保険部会では複数の委員が、診療報酬による誘
導の効果の高さに言及。そこに補助金的政策を連携
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させるべきとの認識を示した。
　診療報酬は全国一律の価格で診療行為に支払わ
れ、補助金は特定の政策目的を果たすため、条件を
満たした対象に出されるという違いがある。国民会
議では権丈善一委員（慶応大教授）が、都道府県の
地域医療計画と市町村の地域包括ケア計画に沿った
医療機能改革を促すために、消費税収を財源にした
基金を造成して補助金的手法で改革を誘導すべきと
主張。一方、同じ席上で会長代理を務める遠藤医療
保険部会長は、まず診療報酬で誘導し、その間に地
域医療計画と連動させる仕組みをつくるべきとの見
方を示していた。
●双方が必要
　医療保険部会は16日の会合で、補助金的手法と診
療報酬を論点の一つに挙げて議論した。鈴木邦彦委
員（日本医師会常任理事）は「診療報酬と補助金の
両方が必要」との認識を前提にした上で「診療報酬
改定の影響は非常に大きい。わずかな上げ下げで非
常に効果的に誘導される。メーンは診療報酬で、補
助金はサブだろう。補助金はどうしても公的なとこ
ろが中心になりがちだ」と述べた。
　武久洋三委員（日本慢性期医療協会長）は「補助
金はもらうことが目標になることがある。診療報酬
で点数を付けると、それを取るために自己改革する。
それが地域の医療機能を向上させる」とし、岩本康志
委員（東京大大学院教授）は「補助金の活用はしっ
かり検討しないと難しい」と述べた。
　白川修二委員（健保連専務理事）は「診療報酬、
医療法（改正）、補助金などで医療提供体制を充実す
るわけだが、相互の連携があまりよくなかったのが
反省点」と振り返った。
　診療報酬と補助金の連携については岩村正彦部会
長代理（東京大大学院教授）も「どちらも一長一短
があり、利点を組み合わせるのがよい」と指摘。「補
助金には年度による財源の限度がある。機能分化に
対応しためりはり付けを補助金（だけ）でやると過
激な手法になり、混乱を引き起こす危険性が高い」
との懸念も示した。（5/17MEDIFAXより）

■「紹介状なしは１万円負担」の是非は／医
療保険部会で議論
　社会保障審議会・医療保険部会は５月16日の会合
で、外来の役割分担について議論した。紹介状を持
たずに一定病床数以上の病院を外来受診した場合の
自己負担と、かかりつけ医の在り方が論点。社会保

障制度改革国民会議で提案された初診・再診の両方
に一定額（例えば１万円）を支払うというアイデア
が議論の中心になった。そのまま賛成する意見は出
なかったが、「断固反対」という雰囲気ではなく、何
らかの改革をしてフリーアクセスを守らなければな
らないという問題意識がにじんだ。
　国民会議では、フリーアクセスを守るためにも、
紹介状なしで一定病床数以上の病院を外来受診する
場合には、一定額の自己負担を支払う制度を導入す
べきという意見が出ていた。再診時にも採用するこ
とを念頭に置いており、一定額については例として

「１万円」が示されていた。患者から特別の料金を徴
収できる現行の選定療養からさらに、踏み込んだ意
見といえる。
　白川修二委員（健保連専務理事）は「フリーアク
セスが少し行き過ぎているとは感じている」としつ
つも、一定額の自己負担導入については「やりすぎ
ると低所得者が病院に行きづらくなる懸念がある」
と指摘。岡﨑誠也委員（全国市長会国民健康保険対
策特別委員長）は、かつて医療保険部会で「受診時
定額負担」に対する反対意見が強かったことに触れ

「低所得者からは受け取れないが、それを病院の窓口
でどう判定するのか」と述べた。
　岩本康志委員（東京大大学院教授）は「金銭的イン
センティブでは解決できない。病院に行きたがると
いう意識を変えない限り、仮に１万円の定額負担制
度を採用しても必要のない人が病院に行くことは起
こり得る」と問題提起。小林剛委員（全国健康保険
協会理事長）は、フリーアクセスを守るために緩や
かな制限を加えるという考え方に賛同した上で「選
定療養に替えて定額の自己負担を導入するなどの提
案は、医療保険部会でも検討を進めるべき」と求め
た。（5/17MEDIFAXより）

■「主な議論」を了承、国民会議に提示へ／
社保審・医療保険部会
　厚生労働省の社会保障審議会・医療保険部会（部
会長＝遠藤久夫・学習院大教授）は５月27日、社会
保障制度改革国民会議の過去の議論を題材にした医
療保険部会での「主な議論」をまとめた。どのよう
な形で国民会議に伝えるかは厚労省と遠藤部会長が
調整する。
　医療保険部会は前回、前々回と２回にわたり、国
民会議の議論から生じた論点について議論した。厚
労省は27日の会合に、過去２回の同部会で出た意見
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を「基本的な考え方」「補助金的手法と診療報酬」「外
来の役割分担の在り方」「外来受診の定額自己負担
等」「在宅医療と在宅介護の連携の在り方等」など、
テーマ別に記載した資料を提示。「基本的な考え方」
には、国民会議に対して「全体のビジョンを示す議
論をしてほしい」などの意見を明記したほか、外来
受診の定額自己負担については「フリーアクセスの
緩やかな制限に賛成」「大病院の一般外来の在り方に
ついては、１万円定額負担が必ずしも良いわけでは
ないが見直しが必要」などの意見を列記した。
　会合では小林剛委員（全国健康保険協会理事長）
が「国民会議は被用者保険間の保険料率格差の解消
について方向性を示すべき」と述べ、この意見を追
加するよう求めた。
　今後は、会合で出た意見を含めるなどした上で、
何らかの形で医療保険部会の意見を国民会議に伝え
る。遠藤部会長は「できるだけ正確に伝えられる機
会をつくりたいと考えている」と述べた。

（5/28MEDIFAXより）

社会保障
■高齢者医療の抜本改革「前提でない」／社
会保障改革で安倍首相
　安倍晋三首相は５月10日の衆院本会議で、社会保
障と税の一体改革をめぐり、2012年６月に民主、自
民、公明の３党が合意した内容に「消費税率の引き
上げに当たっては、社会保障と税の一体改革を行う
ため、社会保障制度改革国民会議の議を経た社会保
障制度改革を総合的かつ集中的に推進することを確
認する」と盛り込まれている点について、「必ずしも
公的年金制度や高齢者医療制度の抜本改革を前提と
したものではないと理解している」との認識を示し
た。その上で一体改革については、３党実務者協議
の状況や国民会議での議論を踏まえて対応する考え
を強調した。民主党の長妻昭氏の質問に答えた。
　一方、長妻氏は質疑で３党実務者協議をめぐる自
民党の対応を批判。「政局抜きであるはずの３党協議
が『国会不正常』という政局や、『多忙』との自民
党からの一方的な通告によって４月４日から開催さ
れていない。改革の優先度が下がったのか。審議拒
否の理由を総理・総裁として答えてほしい」と求め
た。
　これに対し安倍首相は「公党間の協議であり、そ
の具体的な日程調整や議論の進め方について、答え

る立場にはないが、自民党として社会保障制度改革
の優先度が下がったということではない」と説明し
た。
　さらに、長妻氏は「３党合意には『今後の公的年
金制度、今後の高齢者医療制度にかかる改革につい
ては、あらかじめその内容等について３党間で合意
に向けて協議する』とある。協議すら拒む状況では、
確認書は破棄されたということか」と迫ったが、安
倍首相は「確認書に基づき３党実務者協議は2013年
１月以降11回にわたり開催されており、確認書が破
棄されているという認識もない」と応じた。

（5/13MEDIFAXより）

■立法府不在の一体改革に異論／国会版国民
会議
　社会保障制度改革に関する超党派議員連盟「国会
版社会保障制度改革国民会議」は５月８日、大型連
休前に取りまとめた中間論点整理や今後の方針をめ
ぐって意見を交わした。世話人を務める河野太郎議
員（自民）は「政府の社会保障制度改革国民会議
が、当初の抜本改正論議からややずれている感じが
する。政府の国民会議に、一度われわれを呼び、話
を聞いてほしいとお願いしている。国会版国民会議
側からも丁寧に情報発信していきたい」と述べた。
　また、出席者からは、自公民３党による「社会保
障制度改革に関する実務者協議」が開かれず、立法
府での合意形成が図れないまま政府の国民会議で制
度の細部を議論している状況に疑問を投げ掛ける意
見が相次いだ。「（国会版国民会議で）立法府での合
意形成を図ることにチャレンジしてほしい」という
声や、国会版国民会議が掲げる「改革の３原則」（分
かりやすく簡素な制度、持続可能な制度、税や保険
料などの一体的な議論）にこだわり、「立法府が行政
府をチェックすべきだ」といった声が上がった。
　今枝宗一郎議員（自民）は「中福祉・中負担は無
理ではないか。低福祉・中負担なのか、中福祉・高
負担なのか。そういった話が目安になるのではない
か」と指摘した。（5/9MEDIFAXより）

■新ポスト「社会保障財政企画官」に岡本氏
／厚労省
　厚生労働省は５月16日、他省庁も含む社会保障費
の総合的な収支を管理・調整する新管理職ポスト「社
会保障財政企画官」を新設する。初代企画官には大
臣官房会計課で課長補佐を務めていた岡本利久氏が
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就任した。2013年度予算の成立を受け発表した。
　社会保障財政企画官は、政策統括官社会保障担当
参事官室に配置。総務省などの他省庁が管理する収
支も含めた社会保障費全体を束ね、消費税分の使途
などを含む総合的な収支を整理し、明確化する役割
を担う。
　岡本氏は1995年、旧厚生省入省。老人保健福祉局、
大蔵省出向、保険局、内閣府出向などを経て12年４
月から厚労省大臣官房会計課長補佐。40歳。

（5/16MEDIFAXより）

医療保険
■公費負担引き上げ検討を／医療保険で厚労
相
　田村憲久厚生労働相は５月27日、高齢化の進行に
対応するため、医療保険制度の公費負担引き上げを
検討するべきだとの認識を示した。都内で開かれた
財界人らの政策提言組織「日本アカデメイア」の会
合で講演した。
　田村氏は「高齢化に伴うリスクは社会全体で支え
るべきではないか」と指摘。給付費等の約50％が公
費負担の後期高齢者医療制度について「50以上入れ
る考えもある」と述べた。
　後期医療制度の給付費等の負担割合は公費約50％
のほか、健康保険組合や協会けんぽなど現役世代が
加入する保険が約40％、高齢者自身の保険料が約
10％。健康保険組合連合会（健保連）などから高齢
者医療向け支援金について「負担が重い」と不満の
声が出ている。保険料を引き上げる健保組合も多く、
そうした点を考慮した発言とみられる。
　田村氏は、協会けんぽなどからの納付金による65
－74歳の医療給付費の財政調整に、公費を投入する
考えにも言及。介護保険への公費負担引き上げも含
め「消費税（増税）を機に、そういう使い道をする
か、議論しなければならない」と強調した。【共　同】

（5/28MEDIFAXより）

特定機能病院
■特定機能病院「16科標榜必須、半数は専門
医」／厚労省が新要件案
　厚生労働省は５月30日の「特定機能病院及び地域
医療支援病院のあり方に関する検討会」（座長＝遠藤
久夫・学習院大経済学部教授）に、特定機能病院の

承認要件改正案を示した。病院全体の医師の半数以
上を専門医とする基準を新たに設けることや、必須
とする標榜科をこれまでの10診療科から基本領域16
診療科に拡大することなどを提案した。
　このほか▽逆紹介率の算定式設定▽紹介率は救急
搬送患者の受け入れを評価する算定式に改める▽査
読のある学術雑誌への英語論文掲載数を年間100件
以上とする▽指導医配置の要件化として、標榜科ご
とに臨床経験５年以上の研修統括者を配置―などを
提案した。
　また、「がん」「脳卒中」「心臓病」など特定領域に
特化した医療機関を特定領域の特定機能病院とする
ことの是非や、そのための要件などについて議論を
求めた。
　新しい承認要件の施行を2014年４月とした場合、
それまでに特定機能病院の認定を受けている医療機
関の更新スケジュール案も示した。申請を15年３月
末までとし、15－16年度に審査し、順次認定すると
した。（5/31MEDIFAXより）

■地域支援病院、要件に「救急受け入れ基準」
／厚労省が改正案
　厚生労働省は５月30日、「特定機能病院及び地域医
療支援病院のあり方に関する検討会」（座長＝遠藤
久夫・学習院大教授）に、地域医療支援病院の承認
要件改正案を提示した。新たな要件として、救急搬
送患者受け入れ数の基準を設けることを提案。それ
に伴い、承認要件の一つである紹介率・逆紹介率の
算定式から救急患者数を除く新算定式案なども示し
た。
●紹介率基準の引き上げ、算定式見直しも
　改正案のポイントは▽紹介率・逆紹介率基準の引
き上げと算定式の見直し▽施設の共同利用に関する
基準の設定▽救急患者の受け入れに関する基準の設
定▽地域の医療従事者への研修実績に関する基準の
設定―の４点。施設の共同利用については、地域医
療支援病院の開設者と直接の関係がない医療機関が
占める割合を５割以上とする現行維持を提案した。
　紹介率・逆紹介率については厳格化する方針を示
した上で、算定式の見直しとともに現行のような複
数パターンとするか一元化するかの議論を求めた。
現在は▽紹介率80％以上▽60％以上かつ逆紹介率
30％以上▽紹介率40％以上かつ逆紹介率60％以上―
の３パターンから選べる。
　救急搬送患者数については、２次医療圏の全搬送
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件数の５％程度以上を担うことを要件の目安として
提示。ただ、人口密集地域や地域の医療資源の配置
状況などによって全国一律の基準値を満たすことが
困難な場合が想定されることから、何らかの配慮に
ついて次回以降議論する。（5/31MEDIFAXより）

社会保障
■増税分、年金だけでなく医療にも／３党実
務者協議で自民
　自民・公明・民主の３党による「社会保障制度改
革に関する実務者協議」は、５月31日も年金制度を
テーマに議論した。
　民主側は、麻生太郎財務相が基礎年金を全額税方
式とするよう提唱した過去の記事を引用し、こうし
たアイデアを踏まえ議論すべきだと訴えた。これに
対し自民側は、消費税率の８％、10％への引き上げ
を視野に入れ、財政的な制約を考慮した上で改革を
進めるべきだと主張。増税分は、年金だけでなく医
療・介護にも振り分けていくことを念頭に置かなけ
ればならないとの考えを示した。
　協議を終え、民主の長妻昭衆院議員は記者団に対
し「（自民側は）消費税を10％に引き上げた時の財源
の使い道を議論すると言っている。その先は党から
権限を与えられていないとしきりに言ってくるが、
それでは将来を議論しないことになってしまう」と
批判した。一方、自民の福岡資麿参院議員は、年金
について若者の未納・未加入や、受給者側の低年金・
無年金をどう解決していくのかという点は各党の共
通認識だと説明した。（6/3MEDIFAXより）

■予防医療を提言、診療報酬は「受診しない」
対価に
　在日米国商工会議所（ＡＣＣＪ）と欧州ビジネス
協会（ＥＢＣ）は５月31日、日本経済の成長を促進
するための医療政策をまとめた白書を発表した。健
康寿命を延ばすために、非感染性疾患の予防医療と
早期発見の重要性を強調した。診療報酬は治療への
対価ではなく、医療機関に受診しないことへの対価
に転換するべきだとの提言も盛り込んだ。白書は国
会議員らへ配布する。
　白書は、疾病による経済的負担や、疾病を未然に
防ぐ予防接種政策などに言及した上で、糖尿病や脳
卒中、感染症、女性関連の疾患など36項目に分け、
経済成長に向けた医療政策を打ち出した。世界の科

学的調査のデータと成功事例を基に、予防と早期発
見に重点を置いた取り組みを推進するよう提案して
いる。
　会見でＡＣＣＪのローレンス・ベイツ会頭は、予
防医療への投資が成長を促すと指摘し、健康寿命の
延長が日本の経済活性化には重要と提言した。ＥＢ
Ｃのデューコ・デルゴージュ会長も「健康増進への
支出は有意義な経済投資」と述べ、提言が反映され
ることを期待した。（6/4MEDIFAXより）

介護保険部会
■要支援者の給付範囲も議論に／社保審・介
護保険部会
　厚生労働省は５月15日の社会保障審議会・介護保
険部会に、これまでの議論や社会保障制度改革国民
会議での整理案を踏まえ、持続可能な介護保険制度
を運営するための論点案を提示した。地域包括支援
センターの運営や生活支援・介護予防など「市町村
での体制整備」と、利用者負担の在り方など「制度
関係」について議論した。生活支援・介護予防に関
して、厚労省は要支援者１・２の在り方までは議論
を求めなかったものの、委員からは関連した意見が
多く出た。
●効果なければ外すべき
　河原四良委員（ＵＡゼンセン日本介護クラフトユ
ニオン顧問・政策主幹）は介護予防に関連して給付
範囲の適正化に言及し「給付サービスを適正化する
ためには、軽度・重度に関係なく自立に役立ってい
るかの検証が大事」と指摘。財源の視点ではなく、
自立の視点が大事だとして「自立に役立たないサー
ビスがあれば介護給付から外すべき」と述べた。小
林剛委員（全国健康保険協会理事長）は「効果がな
いものは、給付から外すことも視野に検討すべき」
と述べた。
●要支援と要介護の境も踏まえて
　結城康博委員（淑徳大総合福祉学部教授）は、予
防給付の在り方を議論する際は要支援２と要介護１
の境など、軽度者の状態像や認定状況を踏まえて議
論することが重要だと指摘した。木村隆次委員（日
本介護支援専門員協会長）は「単に給付を切る切ら
ないの議論ではなく、元気な高齢者に元気なままで
過ごしてもらう仕組みづくりの議論が必要」と述べ
た。
●地域支援事業に期待も
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　市町村が地域の実情に応じ、介護予防事業や介護
予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業を行う
ことができる「地域支援事業」に対しては、さまざ
まな意見が出た。要支援者に対する予防給付を見直
した場合の受け皿とみなす指摘があった一方、土居
丈朗委員（慶応大経済学部教授）は「保険者機能を
積極的に発揮できれば、地域支援事業でそれぞれの
地域の高齢者のニーズに応じたサービスをオーダー
メードで行える」とし、保険者の役割を強調した。
　厚労省老健局振興課の朝川知昭課長は「予防給付
を見直す議論は決まった話ではない」と述べた。
　市町村の体制整備では、在宅医療・介護の連携推
進も論点に挙がった。連携について医療のハードル
が高いとの指摘に対して、高杉敬久委員（日本医師
会常任理事）は「地域の医師会の頭を切り替え、在
宅医療へ視点を向かせる」と述べ、介護関係者に理
解を求めた。
　６月に開く次回の部会では▽在宅サービス▽施設
サービス▽介護人材の確保▽認知症施策―を取り上
げる。事務局によると、部会での議論内容が国民会
議に反映されるかどうかは、国民会議事務局次第だ
という。国民会議の結果も踏まえ、秋以降さらに、
本格的な議論に入る。（5/16MEDIFAXより）

■地域包括センターや地域ケア会議、課題を
指摘／介護保険部会
　５月15日に開かれた厚生労働省の社会保障審議
会・介護保険部会では、地域包括ケアシステムの構築
に向けて、保険者機能の観点から地域包括支援セン
ターや地域ケア会議の在り方についても議論した。
両者ともに運営上の問題点が指摘された。
　地域包括支援センターは2012年４月現在で全ての
保険者に設置されており、全国4328カ所に上る。た
だ、設置主体を見ると、保険者が直営しているセン
ターが約３割、委託が７割となっており、委託が増
加傾向にある。この実態に対し「委託方式で市町村
が現場を理解できるのか」「保険者直営でなければ、
現場に伝わらない」と設置主体の在り方に疑問を呈
す意見が出た。
　多職種による個別課題の検討から地域の課題を導
き出す「地域ケア会議」は、12年６月現在で1202保
険者で実施されている。国は地域ケア会議を法制度
上に位置付けることも検討しているが、委員からは
▽利用者不在の現状がある▽保険者と介護従事者の
間に上下関係ができないよう運営に工夫が必要▽地

域ケア会議を十分に把握していない保険者もいる―
といった意見が出た。
　社会保障制度改革国民会議の議論も踏まえつつ、
秋以降も議論する。（5/17MEDIFAXより）

■認知症施策についても議論／社保審・介護
保険部会
　６月６日の社会保障審議会・介護保険部会（部会
長＝山崎泰彦・神奈川県立保健福祉大名誉教授）で
は、政府の社会保障制度改革国民会議がまとめた整
理案に盛り込まれていない認知症施策についても意
見が出た。
　厚生労働省は部会に、厚生労働科学研究（代表研
究者＝朝田隆・筑波大教授）で推計された認知症の
有病者数のデータを示した。同研究によると、全国
の65歳以上高齢者について、2010年時点で認知症有
病者数は約439万人、「正常と認知症の中間」とされ
るＭＣＩ有病者数は約380万人と推計した。
　勝田登志子委員（認知症の人と家族の会副代表理
事）は認知症施策推進５カ年計画（オレンジプラン）
について、推計を視野に入れて見直すべきと指摘。
これに対し勝又浜子認知症・虐待防止対策推進室長
は、推計に含まれる早期の認知症高齢者も存在する
ことを前提にオレンジプランを立てているとし、今
後も認知症に関する啓発を行っていくと説明した。
　また、齊藤正身委員（医療法人真正会理事長）は
オレンジプランについて「国民会議ではほとんど触
れられていないが、もっと具体的なアクションプラ
ンになるように、もっと明確に位置付けていくべき」
と述べた。
●若年性認知症は介護保険外で
　厚労省は、若年性認知症者数のデータについても
提示した。全国の若年性認知症者数は３万7800人と
推計し、人口10万人当たりの有病率は「35－39歳」
で8.9人、「40－44歳」で14.8人とした。木村隆次委員

（日本介護支援専門員協会長）は若年性認知症は制度
のはざまにあるとし「介護保険制度だけでは無理だ
と思う。いろんな政策を考えなければいけない」と
指摘。高杉敬久委員（日本医師会常任理事）も若年
性認知症は今の認知症の施策とは違うと指摘し「介
護保険の中ではなく、もっと違う形でやらないと救
えない」と述べた。
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■要支援の給付など「主な議論」まとめ／10
日の国民会議に提示へ
　厚生労働省の社会保障審議会・介護保険部会は６
月６日、部会での過去の議論や社会保障制度改革国
民会議での整理案を踏まえた議論を終えた。議論し
た在宅サービス、施設サービス、介護人材の確保、
認知症施策については部会長一任で「介護保険部会
の主な議論」に盛り込み、10日の国民会議に提示す
る。
●「効果あり」「外す方向」で両論
　国民会議の整理案では、要支援者の給付範囲の適
正化も挙げられている。厚労省は、要介護度認定率
については、要支援１・２で都道府県間でばらつき
が見られることや、要支援者が対象の予防給付は一
定の効果が見られるとのデータを示した。結城康博
委員（淑徳大総合福祉学部教授）は「要介護認定シ
ステムの妥当性・公平性は疑問があるので、この辺
を（介護保険給付の見直しにおいて）見据えながら
議論するべき」と主張。山本敏幸委員（民間介護事
業推進委員会代表委員）は予防給付について一定の
効果があると見受けられるとし「制度の中に引き続
き予防給付を位置付けてほしい」と述べた。
　一方、大西秀人委員（全国市長会介護保険対策特
別委員会委員長）は、地域でばらつきがあることは
合理的な理由もあると指摘。要支援制度には限界が
あるので、市町村や地域包括支援センターの事業に
移行していくことも考えられるとした。土居丈朗委
員（慶応大経済学部教授）も「地域差を認めるとこ
ろについては、介護保険の給付としては外す方向で
検討するべき」と述べた。
●介護療養の在り方も議論を
　施設系サービスについては介護療養病床について
も意見が上がった。高杉敬久委員（日本医師会常任
理事）は介護療養病床は地域で重要な役割をしてい
ると指摘。「医療度が高い人を介護療養病床が見て
いる事実を無視し、廃止して大丈夫なのか」と述べ
た。結城委員も地域によっては必要だとし、介護療
養病床の意義を議論する必要性に言及した。

（6/7MEDIFAXより）

新型インフル
■新型インフル対策行動計画を閣議決定／政
府
　政府は６月７日、新型インフルエンザ等対策政府

行動計画を閣議決定した。2013年４月に施行された
新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、病
原性が高い新型インフルエンザなどの発生時に講じ
る対策をまとめた。病原性が高い新型インフルエン
ザへの対応を念頭に置きつつ、病原性が低い場合な
ど、発生した感染症の特性を踏まえてさまざまな
ケースに対応することを想定。感染拡大をできるだ
け抑え国民の生命と健康を守ることと、国民生活や
経済に及ぼす影響を最小限に食い止めることの２つ
に主眼を置き、有事に取り組むべき対策を示した。
　医療機関の役割としては、診療継続計画の策定や
地域で医療連携体制を整備する重要性を強調してい
る。また、新型インフルエンザなどが発生する前か
ら、院内感染対策を進めることや必要な医療資器材
を確保しておくよう求めている。
　医療提供体制と国民生活、経済の安定を図るため
予防接種（特定接種）を行うことも盛り込んだ。特
定接種の優先順位は▽医療関係者▽新型インフルエ
ンザなどの対策に当たる公務員▽介護福祉事業者を
含む、指定公共機関制度を中心とした基準による事
業者―の順とした。
　鳥インフルエンザは特措法の対象ではないが、行
動計画の「参考」という位置付けで「国内外で鳥イ
ンフルエンザが人で発症した場合などの対策」も示
した。（6/10MEDIFAXより）

生活保護
■生活保護の後発品促進に本腰／厚労省
　厚生労働省は、生活保護受給者に対する後発医薬
品の使用促進に本腰を入れる。５月17日に閣議決定
された生活保護法改正案には、医師が後発品の使用
を認めた場合は生活保護受給者に可能な限り後発品
の使用を促すことを盛り込んだ。厚労省社会・援護
局保護課が16日付で都道府県などに出した課長通知
では、薬局の取り組みを中心とする促進策を展開し
た。厚労省は法改正と制度運用の両面で、生活保護
制度下での後発品促進を図る。
　生活保護の後発品使用割合は、医療保険の後発
品金額シェア8.5％に対し、7.5％にとどまっている

（2011年６月審査分）。厚労省は４月に発表したロー
ドマップで後発品のさらなる使用促進と数値目標を
打ち出しており、生活保護受給者に対してもいっそ
うの理解を求める。
　16日付の保護課長通知では、医師が後発品の使用
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を認めている場合、生活保護受給者には後発品の使
用を原則とすることを示した。どうしても先発品を
希望する者には、事情を確認した上で、いったん先
発品を調剤する。その後、薬局は把握した事情を福
祉事務所に伝達する必要がある。福祉事務所が先発
品希望の理由に妥当性なしと判断した場合、その受
給者は健康管理指導の対象にする。こうした促進策
について保護課医療係は「薬局の理解と取り組みが
不可欠」としている。
　厚労省は関連の事務連絡も16日付で出した。事務
連絡では、後発品に切り替え可能な先発品を使用し
ている生活保護受給者などを抽出・把握できる「生
活保護版電子レセプト管理システム」の積極的な活
用を求めている。
　生活保護法改正案の試行日は14年４月１日となっ
ているが、後発品の使用促進については13年10月１
日に前倒しして実施する。（5/21MEDIFAXより）

提供体制
■在宅医療・介護の体制構築、市町村中心に
／厚労省が方向性
　厚生労働省は、在宅医療・介護を一体的に提供す
るため、市町村を中心とする体制構築を推進する。
厚労省の関係部局で形成する「在宅医療・介護推進
プロジェクトチーム」が、2013年度に実施する施策
などについてまとめた「在宅医療・介護の推進につ
いて」の中で方向性を打ち出した。５月16日に公表
した。
●地域医師会との緊密な連携で
　市町村が地域医師会などとの緊密な連携に基づ
き、地域の関係機関と連携体制を構築するためのイ
メージ図も示した。市町村や地域医師会が在宅医療
連携拠点機能を担い、介護予防ケアマネジメントや
総合相談・支援などの包括的支援事業を展開してい
る地域包括支援センターと連携し、提供体制構築を
支援する。在宅医療を支える関係機関の例としては
▽地域の医療機関▽在宅療養支援病院・診療所（有
床）▽訪問看護事業所▽介護サービス事業所―を挙
げ、それぞれ役割例も示した。
　地域の医療機関については定期的な訪問診療の実
施、在宅療養支援病院・診療所（有床）は急変時の
一時的な入院受け入れの実施、訪問看護事業所は医
療機関との連携による服薬管理や点眼、褥瘡予防、
浣腸などの看護ケアを実施、介護サービス事業所は

入浴、排せつ、食事などの介護を実施するとした。
●在宅医療を積極的に担う医療機関も位置付け
　在支病・在支診の中から「在宅医療において積極
的役割を担う医療機関」を位置付ける方向性も示し
た。在宅医療を24時間提供する体制の支援として、
一人開業医の夜間対応支援や、急変時の一時入院、
レスパイトケアとしての受け入れなどを担うことを
想定している。
　同ＰＴは、医政局長が主査を、老健局長と保険局
長が副主査を務める。（5/17MEDIFAXより）

■地域支援センター、全国30カ所に拡充／厚
労省、１府９県に内示
　厚生労働省は５月17日、地域の医師不足・偏在の
解消に取り組むために都道府県が設置する「地域医
療支援センター」について、2013年度から10カ所拡
充する補助金交付先を決めた。群馬、埼玉、石川、
山梨、大阪、奈良、和歌山、岡山、愛媛、長崎の１
府９県で、内示した。今回の拡充で、地域医療支援
センターは全都道府県の６割を超える30道府県での
設置となる。厚労省は、地域医療支援センターの整
備拡充として13年度予算に９億6000万円を計上して
いる。
　地域医療支援センターは11年度に15カ所からス
タート。12年度に５カ所増の20カ所となった。すで
に地域医療支援センターを設置しているのは、北海
道、青森、岩手、宮城、福島、茨城、千葉、新潟、
長野、静岡、岐阜、三重、滋賀、京都、島根、広島、
徳島、高知、大分、宮崎の１道１府18県。

（5/20MEDIFAXより）

産科補償
■14年からの制度刷新内容を決定／産科補
償制度運営委
　日本医療機能評価機構の産科医療補償制度運営委
員会（座長＝小林廉毅・東京大大学院教授）は６月10
日、同制度を2014年１月から刷新するための報告書
を承認した。一部の文言修正は座長一任。今回の制度
見直しは運用面が中心で、同制度が妊産婦に支払う

「補償金」と、分娩機関側が保険会社などを通じて妊
産婦に支払う「損害賠償金」の調整について、同制
度が主体的に開始する判断基準などを盛り込んだ。
　補償金と賠償金の調整を開始する基準の明確化と
しては、まず医学的観点から「一般的な医療から著
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しくかけ離れていることが明らかで、かつ産科医療
として極めて悪質であることが明らかなケース」と
判断し、次に法律的観点から検証し損害賠償責任が
明らかと判断した場合とした。法律的観点で検証を
開始する基準の具体例としては「極めて怠慢な医療
行為」「著しく無謀な医療行為」「本来の医療とは全
く無関係な医療行為」を挙げた。
　新制度では原因分析の迅速化を図る。原因分析報
告書を１年以内に送付できるよう、６つある原因分
析委員会部会の委員をそれぞれ増員し、現在の２倍
の件数に対応できるよう体制を強化する。12年公表
分の実績では、補償対象として認定後、分娩機関に原
因分析報告書が送付されるまで平均14.5カ月となっ
ているのが実態だが、分娩機関側には半年から１年
で送付すると案内している。補償対象の増加に応じ
て、さらなる体制強化を検討する方針も明記する。
●補償対象や掛け金、検討は７月から
　同運営委は７月１日に予定する次回会合から、補
償対象範囲や補償水準、掛け金の水準、剰余金の使
途などについて15年１月から刷新するための議論を
開始する。「医学的調査専門委員会」がまとめる同制
度の補償対象者数推計値などに基づいて議論する。
会合では委員から、満５歳の誕生日となっている同
制度への申請期限を過ぎた場合への対応について、
特例的な延長も議論すべきとの意見や、同制度を今
後はどのように見直していくか検討する必要がある
との意見が上がった。同制度は09年以降の出生が対
象のため、14年１月から順次申請期限を迎える。
●剰余金の申し立て「厚労省と相談し対応」
　会合で同機構は、剰余金をめぐる問題に言及。制
度を開始した09年の補償対象者が最終的に確定する
のが15年中頃となるため、まだ収支は確定していな
いとし「厚生労働省や弁護士らと相談の上、対応す
る」との見解を示した。同制度の剰余金をめぐって
は、分娩機関28施設が同機構に年間200億円（５年
間で合計1000億円）を超える剰余金が生じていると
し、分娩機関を通じて妊産婦（合計約500万人）に１
人当たり２万円ずつ返還すべきとして、国民生活セ
ンターに和解の仲介申請書を提出し、受理されてい
る。（6/11MEDIFAXより）

予防接種
■子宮頸がんワクチン、勧奨差し控えへ／副
反応検討部会が決定
　厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会の副反
応検討部会（座長＝桃井眞里子・国際医療福祉大副
学長）は６月14日、子宮頸がん予防ワクチン（ＨＰ
Ｖワクチン）の副反応について議論し、定期接種の
積極的な勧奨を一時差し控えるとの結論を出した。
極めて少数の慢性疼痛が長引く症例があることを理
由とし、頻度や医学的評価を明らかにした上で再度、
検討する。
　同日は厚生労働省が、全国子宮頸がんワクチン被
害者連絡会が提出したカルテや、海外の疼痛関連症
例など新たなデータを提示。前回同様、部会の総意
として、明確な因果関係はなく、接種とは関連ない
事例が散見されるとした。しかし桃井座長ほか一部
の委員が慢性疼痛の症例を問題視。最終的に、利益
相反で議決権のない委員を除く５人による多数決の
結果、勧奨差し控え３票、継続２票となった。
　委員からは、2005年～10年に日本脳炎の予防接種
勧奨を差し控えた際、国民の接種が減少したことか
ら、中止ではないことをしっかり伝えるべきとの意
見が上がった。桃井座長は「安全性に問題があって
接種しない方がよいとの結論ではない。より安心し
て接種してもらうための措置」としている。
　部会の決定により厚労省は、対象期間の通知や、学
校現場での推奨リーフレットの配布は一時中断する
としたが、接種を実施していることは引き続き伝え
ていくとしている。次回の議論に向け、サーバリッ
クスとガーダシルの２剤について副反応比較を行う
ためのデータを集めることになる。

（6/17MEDIFAXより）

高齢化対策
■都市部高齢化で「互助促進」「地方移住」／
厚労省検討会が初会合
　急速な高齢化が見込まれる都市部での高齢化対策
を検討する厚生労働省の「都市部の高齢化対策に関
する検討会」の初会合が５月20日開かれた。都市部
の自治体担当者を交え、「互助」などを活用した都
市部でのサービス確保策や、地方部による都市部高
齢者の受け入れ策について検討していく。検討会に
先だって挨拶した老健局の原勝則局長は、介護保険
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制度を持続可能なものにするには、高齢者自身が積
極的に社会参加に取り組み、できるだけ元気でいる

「自助」と、見守りや生活支援を地域でインフォーマ
ルに提供する「互助」を併せて拡充していくことが
不可欠との見解を示した。
　原局長は、都市部での地域包括ケア構築の阻害要
因として地域住民の絆が弱いことを挙げる一方、利
点として民間サービスや若年人口が多い点を指摘し

「都市部の保険者は都市の特性に応じた地域包括ケ
アシステムの構築を目指して計画的に取り組んでい
ただきたい」と述べた。スケジュールについても言
及し「当面は（2015年度からの）第６期介護保険事
業計画に向けて、必要な意見を頂戴したい」と述べ
た。
　座長の大森彌・東京大名誉教授は都市部での高齢
化に加え、地方部の過疎化問題も指摘した。「地方部
は１人でも人が欲しい。何とかして大都市とそれ以
外の地域がうまく結び合うような仕組みが考えられ
ないだろうか」と述べた。地方と都市部の高齢者を
結び付けることと、地域完結を前提としている地域
包括ケアとの整合性を図ることについては「意外と
難しいのではないか」との見解を示した。
●日本が解決できなければ、世界も
　日本総合研究所調査部主席研究員の藻谷浩介氏
は、急速な高齢化は日本だけの問題ではないと指摘
した。ただ、日本は世界に先駆けて高齢化が進行し
ているため「日本が解決できないと、世界的にどこ
も解決できない」と都市部の高齢化問題に取り組む
重要性を述べた。
　今後、月に１回検討会を開き、９月にも一定の取
りまとめを行う。次回以降の検討会では地方自治体
や有識者のほか、サービス提供者からのヒアリング
を予定している。（5/21MEDIFAXより）

リハビリ
■急性期後のリハビリ機能「特出しで重点化」
／原医政局長
　厚生労働省の原徳壽医政局長は５月18日、日本プ
ライマリ・ケア連合学会が仙台市内で開いた学術大
会で講演し、団塊世代が75歳以上になる2025年に向
け、急性期医療後の病院でのリハビリテーション機
能を特出しで重点化するとの考えを示した。
　原局長は「高齢化が進めば進むほど脳卒中系統の
病気が増えてくる。リハビリをしっかりすることが

非常に重要」とした上で、「リハビリをして、でき
るだけ介護の手間が省けるように自立度を高めるた
め、早期からのリハビリや回復期のリハビリをしっ
かりやっていく必要がある。特出しをして重点化し
ていく」と述べた。「急性期医療も含めた医療全体
を新しい医療に変えていかなければ、とてつもなく
増加する疾病に対応できなくなる」とも述べ、危機
感を前提に医療提供体制改革に臨むとの姿勢を示し
た。
●地域包括ケアのキーパーソンは医師
　原局長は「病院以外でも介護施設や居住系サービ
スの中にも医療が入っていかなければいけない」と
指摘した上で、「地域包括ケアでもキーパーソンは医
師」と述べた。その上で「介護サイド、福祉サイド
の人がいくら頑張っても在宅ケアは完結しない。ほ
とんどの方が医療を必要としている」とし、「密度
の差はあっても必ず在宅でも医療をどうやって提供
するか。うまくケアができているところは病院や診
療所が関わっていただいている」と述べた。「医者
が（地域へ）出ていくという部分も必ず必要になっ
てくる。それが一つのキーになる」と強調した。
●地域支援センターを全都道府県に
　また、原局長は、地域の医師不足・偏在解消に取
り組む地域医療支援センターを全国に増やす考えを
示した。2013年度予算で地域医療支援センターを30
カ所まで増やすことができると説明した上で「全都
道府県に増やして、大学と協力しながら、技術習得
の研修機会を与えるなども考える必要がある」と述
べ、医学部の協力も得ながら、地域での医師養成体
制の整備と合わせて医師不足・偏在解消に取り組む
考えを示した。（5/21MEDIFAXより）

保団連
■保険金の「直接支払い」を問題視／保団連

「事実上の現物給付」
　保険金を契約者本人ではなくサービスを提供した
医療機関に支払う「直接支払い」を認める方針を金
融庁が示していることについて、保団連は５月23日、
事実上の現物給付型商品であるとして懸念を表明し
た。
　保団連は、現物給付を可能にするには保険法改正
が必要なのに、同法を所管する法務省の法制審議会
で検討されていないと指摘し「金融庁は現物給付が
無理だという想定の下で、はじめから直接支払いと
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いう手段をまとめるのが目的だった」と指摘。「事実
上の現物給付」「迂回路的な現物給付」が実現すると
非難した。
　さらに、2012年６月の金融審議会「保険商品・サー
ビスの提供等の在り方に関するワーキンググルー
プ」の第１回会合で、すでに医療への「現物給付」
が議論されていたと指摘。民間医療保険の市場拡大
のために公的医療保険の縮小が始まる可能性がある
としたほか、保険会社が医療機関との連携を進める
ことで病院の囲い込みや選別が起こり、医療機関の
窓口で「民間保険証」の有無の確認などが日常の姿
になると警戒感を示した。また、保険請求用の診断
書に書き込む内容が従来より踏み込んだものになる
として、契約者のプライバシーなどへの影響も否定
できないと訴えた。（5/24MEDIFAXより）

日医
■マイナンバー、医療分野の環境整備を／日
医・横倉会長
　日本医師会の横倉義武会長は５月24日、日本記者
クラブで講演し、参院本会議で可決、成立したマイ
ナンバー関連法について「医療の情報は機微性が高
く、個別法でしっかり守ってほしい。今回はその対
応は間に合っておらず、時期尚早だと言ってきた」
と述べ、個人情報保護などの観点から医療情報が今
回のマイナンバーの枠組みに入らなかった背景を説
明した。
　同法は国民に番号を割り振ることで年金や納税の
情報を一元的に管理できる内容。番号を利用できる
範囲は社会保障と税、災害対策に限定されているが、
施行から３年をめどに範囲の拡大が検討される。
　横倉会長は制度に医療情報を含める場合の課題に

「情報の範囲」を挙げ、「投与した薬や処置の種類な
ど、保険給付の個別の内容が入ることで疾病を類推
できるようになってしまうと困る」として今後の政
府の議論などを見守る考えを示した。

（5/28MEDIFAXより）

■ＴＰＰは究極の規制緩和、動向を注視／日
医・中川副会長
　日本医師会の中川俊男副会長は５月26日、東京都
内で開かれた「ドクターズ・デモンストレーション
2013シンポジウム」で環太平洋連携協定（ＴＰＰ）
について「ＴＰＰは究極の規制緩和だと思う」と述

べ、政府による交渉の動向を注意深く見守る認識を
示した。関連して日医が警戒する「混合診療の全面
解禁」にも触れ、「政府の産業競争力会議で議論され
ているのが混合診療の全面解禁なのか、保険外併用
療養の拡大なのかは大きな論点だ」として警戒感を
示した。
　日医はＴＰＰに関する見解として、国民皆保険を
守るための条件に▽公的な医療給付範囲を将来にわ
たって維持する▽混合診療を全面解禁しない▽営利
企業（株式会社）を医療経営に参入させない―の３
点を掲げている。このうち混合診療の全面解禁につ
いて中川副会長は、仮に全面解禁されれば先進医療
などの「新しい医療」が保険適用されなくなると強
調し「全面解禁から５年、10年、15年とたったとき、
気が付けば新しい医療が保険適用されず、保険診療
部分が少なくなってしまう問題がある」と述べた。
　「保険外併用療養のさらなる範囲拡大」についても
言及し、仮に先進医療から保険適用への流れが滞っ
てしまう事態になれば、保険外併用療養の対象が膨
らむだけだと主張。「先進医療が評価療養の枠の中に
とどまっていくことになれば“混合診療全面解禁”
と同じことになる。このことは注視していかなけれ
ばならない」と述べた。（5/28MEDIFAXより）

■ＯＴＣネット販売「大局的な見地で判断を」
／日医が見解
　一般用医薬品（ＯＴＣ）のインターネット販売に
関する対応をめぐり、日本医師会は６月５日、「政府
には国民の生命や健康を脅かさないため、大局的な
見地から適切な判断を期待する」との見解を発表し
た。
　日医は厚生労働省の「一般用医薬品のインター
ネット販売等の新たなルールに関する検討会」につ
いて「必ずしも冷静かつ建設的な議論が行われな
かったことは遺憾」とした上で、消費者の利便性を
追求することで国民の安全や安心が脅かされないよ
う求めた。インターネットは手軽にリスクの高いＯ
ＴＣを手に入れることができ、購入者の判断で常備
薬として服用できるため、国民に大きな自己責任を
負わせることにつながるとし「非常に危惧される事
態」と懸念を示した。
　その上で、今後の検討会の取りまとめに従う形で
ＯＴＣ販売に関するルールを具体化するための検討
会の開催を提案。ＯＴＣの安全性を確保する仕組み
の再構築を医学、薬学などの専門家で検討すること
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も求めた。ＯＴＣは多くが医療用からのスイッチで、
ＯＴＣとしてのリスクが確立していないものが存在
するとして「今後はスイッチＯＴＣ化を慎重に検討
するとともに、スイッチＯＴＣ化から一定期間は例
えば経過期間として扱い、問題事例が発生した場合
は一度、医療用のみに戻すことも必要だ」と訴えた。

（6/6MEDIFAXより）

■出生数は過去最少、死亡数は戦後最大／12
年人口動態統計
　厚生労働省は６月５日、2012年人口動態統計月報
年計の概数を公表した。12年の出生数は103万7101人
で11年より１万3705人減少し、過去最少となった。
死亡数は125万6254人で前年から3188人増加し、戦後
最大だった。出生数から死亡数を引いた差である自
然増減数はマイナス21万9153人で、前年のマイナス
20万2260人と比べて差が１万6893人広がり、過去最
大のマイナス幅となった。自然増減率（人口千対）
はマイナス1.7で、07年以来６年連続のマイナス値と
なっている。
　死因別死亡数を見ると、順位は11年と変わらず、
１位が悪性新生物36万790人、２位が心疾患19万8622
人、３位が肺炎12万3818人、４位が脳血管疾患12万
1505人と続く。悪性新生物と心疾患の死亡数は11年
よりも増加している。
　悪性新生物の死亡数を部位別に見ると、男性の１
位は肺がんで５万1362人だった。肺がんは12年を含
めて近年増加傾向が続いており、女性は２万142人で
２位だった。女性の１位は大腸がんで２万142人だっ
た。大腸がんも増加傾向が続き、男性は２万5515人
に上った。
●合計特殊出生率微増も「少子化は変わらない」
　合計特殊出生率は1.41と前年の1.39から微増し、
1996年以来の1.4台の水準まで回復した。厚労省担当
者は「団塊ジュニア近辺の方が30代以上になって子
どもを産むようになっていることが影響しているの
ではないか」と述べる一方で、「少子化は変わらな
い」としている。母親の年齢別の出生数では、前年
と比較して15－34歳は減少、35－49歳は増加という
傾向がここ数年続いている。（6/6MEDIFAXより）

■10年末時点の潜在看護職員71万人／厚労
科研で推計
　看護師・准看護師免許取得者のうち33.9％に当た
る71万4669人が2010年末時点で就業していない潜在
状態にあるとの推計がまとまった。千葉大大学院看
護学研究科の小林美亜准教授が研究代表者を務めた
12年度の厚生労働科学研究費補助金事業「日本にお
ける潜在看護職員数の推計」の報告書で明らかに
なった。看護師と准看を分けた推計値は、看護師が
潜在看護職員率23.0％の30万6393人、准看は同52.6％
の40万8276人だった。
　同報告書は、都道府県レベルで潜在看護職員数を
推計する方法を検討し、把握に努めるべきと指摘し
ている。
　潜在看護職員推計値はこれまで、厚生労働省が推
計した02年末時点の54万9783人や、厚労科研費事業
で推計した04年末時点の64万5967人などが指標とし
て用いられてきた。（6/5MEDIFAXより）

■「慢性期リハ」、算定日数上限後に効果／日
慢協調査
　日本慢性期医療協会の武久洋三会長は５月８日の
会見で、日慢協が実施した慢性期リハビリテーショ
ン調査の結果を報告した。標準的算定日数を超えて
行われる脳血管疾患や運動器疾患の維持期リハビリ

（１カ月13単位）は、原則2014年４月から医療保険
で算定できなくなるが、調査結果では算定日数を超
えた後に患者のＡＤＬが大きく改善した。武久会長
は「医療保険を切ってしまえば、これからますます
家に帰れない人が出てくる」と指摘した。
　調査は、標準的算定日数を迎えた後に６カ月間の
リハビリを継続した207人（脳血管疾患93人、廃用症
候群53人、運動器疾患61人）について調べた。リハ
ビリ介入開始から算定日数上限までのＦＩＭ（機能
的自立度評価表）は5.1ポイント増加したが、算定日
数上限から６カ月後にはさらに、10.8ポイント増加
した。顕著に向上したのは食事、トイレ動作、トイ
レ移乗、移動についてだった。武久会長は「これら
の項目は家に帰れることを意味している。14年から
医療保険で適用されなくなると、ますます家へ帰れ
なくなる人が慢性期病院の中でたくさん発生してく
る」と問題視した。武久会長は、全会員から2000例
ほどの症例を集め、再び結果をまとめる意向を示し
た。
　また、慢性期リハビリテーションの必要性を訴え
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るために「慢性期リハビリテーション研究会」を立
ち上げることも報告した。同研究会は発足後に「協
会」に移行する考えも示した。（5/9MEDIFAXより）

■産婦人科医、総数増も12府県で減／日産婦
医会調査
　日本産婦人科医会（木下勝之会長）が会員施設を対
象に実施している調査によると、2012年は06年に比
べて12府県で産婦人科医数が減少した。分娩施設の
医師数に絞ると17府県で減少。一方で12年の産婦人
科医の総数は１万953人と06年比で888人増加した。
同医会が５月８日、東京都内で開いた記者懇談会で
12年調査の結果を公表した。木下会長は「医師数は
増えたが、偏在は直っていない。このままではこの
状況が続いてしまう」と述べ、さらなる対策が必要
と訴えた。
　調査は、同医会が会員施設を対象に実施。06年の
回収率は96％（分娩施設＝1223病院、1755診療所、
婦人科施設＝337病院、2590診療所）、12年も回収率
は96％（分娩施設＝1077病院、1508診療所、婦人科
施設＝397病院、2512診療所）だった。
●「計画配置」の高まりに危機感／木下会長
　医師偏在が解消されていない実態が明らかになっ
たことについて木下会長は、このままでは国が関与
して医師を計画的に配置する必要性が高まってしま
うと危機感を示した。国による管理は本来あるべき
姿ではないとした上で、個人的な考えとして「人気
が集中する東京などの都会を選ぼうとする場合は、
試験で競争させるようなことも必要になってくるの
ではないか」と述べた。（5/9MEDIFAXより）

■日本、長寿世界一を維持／ＷＨＯ統計、２
国と並び
　世界保健機関（ＷＨＯ）は５月15日、2013年版の

「世界保健統計」を発表した。11年の男女合わせた日
本の平均寿命は83歳で、イタリア中部にある内陸国
サンマリノ、スイスと共に首位だった。
　ＷＨＯ当局者によると、日本は20年以上連続で首
位を維持している。しかし、喫煙率が高いことか
ら、日本に追いつく国は今後も増えるとし、引き続
き長寿世界一の座を保てるかどうかは危うい状況と
いう。
　サンマリノは前年版に引き続き首位。スイスは
2013年版で初めて首位になった。
　男女別では、日本は女性の平均寿命が86歳と単独

首位を維持したが、男性は12年版の80歳から79歳に
落ち込んだ。
　13年版の男性の平均寿命首位は中東のカタール

（83歳）。日本はカタールをはじめ、スウェーデンや
シンガポールなどにも追い抜かれる結果となった。
　データが得られた中で平均寿命が最も短かったの
は西アフリカのシエラレオネで47歳。中央アフリカ
も48歳で、アフリカ地域の平均寿命の短さが目立つ。
　世界の平均寿命は70歳で、女性は72歳、男性は68
歳だった。（5/17MEDIFAXより）

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より
転載・一部改変を許諾されたものです。 
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日本再興戦略 -JAPAN is BACK- （抜粋）

■ 閣議決定　2013年６月14日 ■
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/saikou_jpn.pdf

　政府は6月12日に産業競争力会議を開き成長戦略をとりまとめ、14日の閣議で決定した。成長戦略は、大胆な金融政策、
機動的な財政政策に続く、安倍内閣の「３本の矢」の最後の１本にあたる。「日本産業再興プラン」「戦略市場創造プラン」
「国際展開戦略」という三つのアクションプランを打出しており、「戦略市場創造プラン」には、健康増進・予防サービス等
の振興などで、2030年に国内で37兆円、海外で525兆円の市場を開拓することが盛込まれている。本紙では「戦略市場創
造プラン」の「テーマ１：国民の「健康寿命」の延伸」のみを抜粋して掲載。

資料3
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協

会

だ

よ

り

協会だより（定例理事会要録から）
2012年度（平成24年度）第22回　2013年５月14日

Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（４月23日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
【経営部会】
１．保団連近畿ブロック共済担当事務局会議（４月
17日）状況

２．金融共済委員会（４月24日）状況
３．税理士との相談日（４月24日）状況
４．保団連経税担当事務局小委員会（４月25日）状
況

５．保団連近畿ブロック経税担当事務局会議（４月
26日）状況

６．保団連経税担当事務局小委員会（４月27日）状
況

７．保団連経税部会（４月28日）状況
８．第８回保団連共済部会（４月28日）状況
【医療安全対策部会】	
１．医療事故案件調査委員会（４月19日）状況
２．医師賠償責任保険処理室会（４月22日）状況
３．医療機関側との懇談（４月30日）状況
【政策部会】
１．保団連近畿ブロック本会議（４月20日）状況の
件

２．市民公開講演会・反核京都医師の会第33回定期
総会（４月20日）状況

３．第５回ＴＰＰ反対京都ネットワーク会議（４月
25日）状況

４．出版編集会議（４月25日）状況
【保険部会】
１．眼科診療内容向上会（４月20日）状況
２．保険講習会Ａ＋個別指導対策講習会（南部）（４
月20日）状況

３．保険講習会Ａ+個別指導対策講習会（北部）（４
月23日）状況

４．第６回医事担当者連絡会議（４月25日）状況
５．保団連診療報酬改善対策委員会（５月９日）状
況

Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．代議員会議長・副議長選挙締切り（４月26日）
状況及び無投票当選人の確定の件

２．2012年度第12回正副理事長会議（５月９日）状
況確認の件

３．総務部会（５月７日）状況確認の件
４．亀岡市・船井医師会との懇談会（４月13日）状
況確認の件

５．2012年度３月分収支月計表報告状況確認の件
６．４月度会員増減状況確認の件
７．会員入退会及び異動（４月23日～５月14日）に
関する承認の件

８．会費免除申請の件
【経営部会】
１．経営部会（５月７日）状況確認の件
【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会（５月７日）状況確認の件
【政策部会】
１．保団連 12～13年度第15回理事会（４月21日）状
況確認の件

２．京都市リハ政策に関する民主・都みらい市会議
員団との懇談（４月25日）状況確認の件

３．政策部会（５月７日）状況確認の件
４．どうなるの？京都のリハビリテーション（５月
11日）状況確認の件

５．第14回ＩＣＴ検討委員会（４月25日）状況確認
の件

６．メディペーパー京都166号、京都保険医新聞（第
2856号）合評の件

【保険部会】
１．保険部会（５月７日、10日）状況確認の件
Ⅲ．開催・出席確認事項　
【総務部会】
１．2013年度理事会等年間スケジュール（案）確認
の件

【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談開催の件
Ⅳ．医療政策関連情勢　
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
①国をめぐる動き
　・社会保障制度改革国民会議の議論３とパブリッ
クコメント

　・医療産業化に関する読売新聞社提言
Ⅴ．診療報酬関連情報　
１．2013年４月度国保合同審査委員会（４月18日）
状況確認の件
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Ⅵ．要討議事項　
【経営部会】
１．「保険医年金」と「日医年金」の違いについて
【医療安全対策部会】
１．医療事故に係る調査の仕組み等に関する基本的
なあり方の動向等について

Ⅶ．その他　
１．日本維新の会共同代表の橋下徹大阪市長の発言
についての抗議の件

≪上記25件を承認、１件を継続審議≫

2012年度（平成24年度）第23回　2013年５月28日 
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（５月14日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．新規開業未入会会員訪問（５月10日）状況
４．新規開業未入会会員訪問（５月13日）状況
５．新規開業未入会会員訪問（５月16日）状況
６．新規開業未入会会員訪問（５月17日）状況
【経営部会】
１．医院継承講習会（５月９日）状況
２．新規開業予定者のための講習会（５月19日）状
況

３．傷害疾病保険審査会（５月21日）状況
４．金融共済委員会（５月22日）状況
５．税理士との相談日（５月22日）状況
６．税務記帳講習会（５月23日）状況
７．ファイナンシャルプランナーとの相談日（５月
23日）状況

【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談（５月14日）状況
２．第285回関西医事法研究会（５月18日）状況
【政策部会】
１．避難者こども健康相談会きょうと実行委員会
（５月11日）状況

２．ＴＰＰ参加反対京都ネットワーク事務局会議
（５月10日）状況

３．ＴＰＰ参加反対京都ネットワーク議会陳情（５
月20日）状況

４．「憲法記念春のつどい」（５月25日）でのＴＰＰ
についての報告状況

【保険部会】
１．医事担当者勉強会（５月15日）状況
２．保険講習会Ｂ（５月16日）状

３．長崎協会病院適時調査対策セミナー「失敗しな
い『届出医療管理』入院、食事、リハビリも、多
額の返還金を回避せよ！」（５月18日）状況

Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．理事者覚え書き等の提出の件
２．舞鶴医師会との懇談会（４月20日）状況確認の
件

３．会員入退会及び異動（５月14日～５月28日）に
関する承認の件

４．会費免除申請の件
【政策部会】
１．京都の開業医が展望する地域ケア（５月18日）
状況確認の件

２．保団連理事会（５月19日）状況確認の件
３．メディペーパー京都167号、京都保険医新聞（第
2857号）合評の件

【保険部会】
１．指導・監査対策講習会「訴訟に見る指導・監査・
取消処分の現状と、その改善に向けて」（４月27
日）状況

Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．６月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
２．各部会開催の件
【政策部会】
１．医療保険制度学習会講師依頼の件
２．避難者こども健康相談会きょうと出席の件
Ⅳ．医療政策関連情勢　
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
　①国をめぐる動き
　・生活保護法の一部を改正する法律案
　・民間医療保険
Ⅴ．診療報酬関連情報　
１．保険審査通信検討委員会（５月10日）状況
２．中医協（第241回中医協総会、第56回保険医材料
専門部会）（５月15日）概要報告

Ⅵ．重要討議事項　
【医療安全対策部会】
１．医療事故に係る調査の仕組み等に関する基本的
なあり方の動向等について

Ⅶ．特別討議
【総務部会】
１．2012年度下半期各部会会務報告確認の件
Ⅷ．2012年度を終えるにあたって
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協
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り７月のレセプト受取・締切
基金
国保

9日㈫ 10日㈬
労災

10日㈬

○ ◎ ◎

※○は受付窓口設置日、 ◎は締切日。
　　受付時間：基金　午前９時～午後５時30分
　　　　　　　国保　午前８時30分～午後５時15分
　　　　　　　労災　午前９時～午後５時

１．2011・2012年度を終えて
　①理事長挨拶
　②退任理事者の挨拶
　③新旧理事・役員歓送迎会開催
　④2013年度第１回理事会開催日
≪上記22件を承認≫

2013年度（平成25年度）第１回　2013年６月４日
Ⅰ．2013・2014年度理事会開催に当たり
　①理事長挨拶
　②2013年度・2014年度理事者紹介と担当部会、理
事会開催日程等の確認

　③事務局紹介
　④理事者執務必携の説明
　⑤災害等緊急時事業継続計画
Ⅱ．各部会よりの文書報告の確認　
【総務部会】
１．前回理事会（５月28日）要録と決定事項の確認
【医療安全対策部会】
１．医療事故案件調査委員会（５月24日）状況
２．医療事故案件調査委員との懇談会（５月25日）
状況

３．医師賠償責任保険処理室会（５月27日）状況
【政策部会】
１．出版編集会議（５月23日）状況

２．環境対策委員会（５月24日）状況
【保険部会】
１．第648回社会保険研究会（５月11日）状況
２．「リハビリ施設基準対策」と「リハビリ点数の動
向」学習会（５月25日）状況　

Ⅲ．確認・承認事項　
【総務部会】
１．５月度会員増減状況確認の件
２．会員入退会及び異動（５月28日～６月４日）に
関する承認の件

Ⅳ．開催・出席確認事項　
【総務部会】
１．６月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
２．各部会開催の件
【政策部会】
１．第５回ＴＰＰ参加反対京都ネットワーク出席の
件

２．どうなるの？　京都市のリハビリ行政実行委員
会出席の件

３．出版編集会議開催の件
Ⅴ．特別討議
【総会関連議事検討の件】
１．定期総会並びに講演会・懇親会開催確認の件
２．「2013年度活動方針」検討の件
≪上記８件を承認、１件を継続審議≫

7月の無料相談日
専門家が無料でご相談に応じます（30分間）。協会事務局へお申込み下さい。

建 築 士 7 月10日（水） 午後 ２時～ 担当＝竹内建築士

雇 用 管 理 7 月18日（木） 午後 ２時～ 担当＝河原社会保険労務士

ファイナンシャルプランナー 7 月18日（木） 午後 １時～ 担当＝三井生命ＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）

法 律 随時受付 担当＝顧問弁護士、協力弁護士より
　　　お選びいただけます

税 理 士 7 月24日（水） 午後 ２時～ 担当＝木谷税理士
※別日程をご希望の場合はご相談に応じます。
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　従来の講習会形式の勉強会ではなく、参加者が問題や課題を持ち寄り、参加者みんなで解決策を
探っています。医事担当者による医事担当者のための医事担当者勉強会にぜひ顔を出してみて下さ
い。普段、疑問に思っていることが解決される糸口となるかもしれません。

日　時　7月17日（水） 午後７時～（１時間程度）

場　所　京都府保険医協会ルームＡ

内　容　①参加者からの話題提供

　　　　　テーマ「病院における紙カルテから電子カルテへの移行の実際」
　　　　②保険医協会事務局からのワンポイントレクチャー

　　　　　テーマ「入院料５対策と医療法４対策」
対　象　医療機関で医事業務に従事する方

参加費　資料のコピー代のみ（100～300円程度）

申　込　不要（自由にご参加下さい）
　※開催は原則奇数月の第３水曜日です。

　※警報発令などの急な中止の連絡は、京都府保険医協会のホームページにてご案内します。

join us!!

新規開業医向け「保険講習会Ｂ」 のご案内

隔月で開催
しています日　時　7月18日（木） 午後２時～４時

場　所　京都府保険医協会ルームＡ

内　容　①新規個別指導　②医療法立入検査対策

対　象　新規開業前後の医師、従事者の方

　　　　（新規開業の先生でなくても、日常診療整備の

　　　　目的でご参加下さい）

　＊�資料準備の都合上、前日までにお電話にてお申し込み下さい
（保険部会☎ 075-212-8877）。

※次回（保険講習会Ａ）
　①保険基礎知識
　②�レセプト審査

「医事担当者勉強会」を開催しています !
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第66回 定期総会
（第185回定時代議員会合併）

寺
町
通

川
端
通

木
屋
町
通

河
原
町
通

三条通

二条通

御池通地下鉄東西線
京都市役所前駅

京
阪
三
条

日 時

演題

講師

場 所7月28日日 京都ホテルオークラ
4 階「暁雲」午後1時～7時30分 （京都市中京区河原町御池）

恒例のアミス
おすすめ商品の
展示即売会を行います。
ジュエリーなどの
宝飾品からワイン・
お茶などの食品まで！

マルシェ・アミス2013

総　　会（第185回定時代議員会合併） 午後1時～3時

講 演 会 午後3時10分～5時20分

懇 親 会 午後5時30分～7時30分

アフガニスタンに命の水を ～国際医療協力の30年～

講演会・懇親会はご家族・従業員の方も参加いただけます

1

2

3

① 2012年度活動報告並びに決算報告
② 2013年度活動方針（案）並びに予算（案）承認

音楽演奏

福引き

ワイン
テイスティング

参加費 会　員：1,000円　家族・従事者：3,000円

アフガニスタンで30年に及び医療と農業の復興支援活動を続ける、ＰＭＳ（ピース・ジャ
パン・メディカルサービス）総院長＝ペシャワール会現地代表の中村哲医師。中村医師は
1984年、パキスタン・ペシャワールでハンセン病診療を開始。現在中村氏らの診療活動
を妨げているのは、外国軍駐留による治安悪化だけではなく、2000年に顕在化し現在も
進行中の大旱魃による渇水、砂漠化がさらに追い討ちをかけました。そこで、「飢えと渇
きは薬では治せない」と1600本の井戸を掘り、2003年からは農業用水路の建設を開始さ
れ、その結果、25.5kmの用水路によって復興した田畑は3000ヘクタールにも及び、お
よそ15万人の生存が確保されました。用水路工事が巧まずして地域の治安安定に寄与し
たのです。講演会では、灌漑用水建設にかける中村哲氏の「思い」や建設時の苦労話など
国際医療協力に従事した30年間について語っていただきます。

ピース・ジャパン・メディカル・サービス総院長
ペシャワール会現地代表

� 中村　哲 氏

要　旨

案内ハガキの「返信用ハガキ」にて 7 月19日（金）までにお申し込み下さい。

※写真はイメージ

豪華賞品をご用意しています！

（ラテン・ジャズ演奏）
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□ 上巻●1,108頁 31,500円

□ 下巻●1,320頁 35,700円

　お名前

　送付先　〒

　TEL：                                   FAX：

CKDブック　慢性腎臓病管理の手引
南学正臣・監訳●Ｂ5判　640頁●MEDSi

実践臨床麻酔マニュアル
竹内　護・他編著　●B5判　460頁●中外医学社

糖尿病学　2013
門脇　孝・編●B5判　192頁●診断と治療社

15,750円

□

□

めざせ！血管エコー職人
山本哲也・著●B5判　212頁●中外医学社

最新　内分泌代謝学
中尾一和・編●B5判　1,004頁●診断と治療社

感染予防、そしてコントロールのマニュアル
すべてのICTのために
岩田健太郎・監●A5変型判　400頁●MEDSi

消化器外科学レビュー2013-’14　最新主要文献と解説
渡邊昌彦・監●AB判　250頁●総合医学社

□

□

9,450円

□

□

□

□

EOB-MRI/Sonazoid 超音波による肝癌の診断と治療
工藤正俊・他編●B5判　360頁●医学書院

12,600円

16,800円

消化管癌カラーアトラス　内視鏡所見から病理診断へ迫る
田尻久雄・他編●Ｂ5判　450頁●南江堂

□

□

麻酔科医のための循環管理の実際
＜新戦略に基づく麻酔・周術期医学＞
横山正尚・編　●B5判　320頁●中山書店

手術後鎮痛のすべて　＜痛みのScience & Practice 1＞
川真田樹人・編　●B5判　276頁●文光堂

耳鼻咽喉科・頭頸部外科Q&A　日常診療の疑問を解決
岡本美孝・編著　●B5判　300頁●中外医学社

経食道心エコーハンドブック　－2D　TEE－
溝部俊樹・監訳　●A5変型判　240頁●克誠堂出版

□

□

□ □

統合失調症
日本統合失調症学会・監●Ｂ5判　768頁●医学書院

□14,700円

12,600円
すべてがわかる　ALS（筋委縮性側索硬化症）
・運動ニューロン疾患　＜アクチュアル脳・神経疾患の臨床＞

祖父江　元・編●Ｂ5判　384頁●中山書店

□ 9,975円ICD-10精神科診断ガイドブック
中根允文・他監●A5判　792頁●中山書店

□

61,950円

9,975円

今日の診療ベーシック　Vol.23 DVD-ROM for Windows
永田　啓・監●DVD-ROM●医学書院

□

21,000円脊椎内視鏡下手術　＜スキル関節鏡下手術アトラス＞
吉田宗人・編●B5判　400頁●文光堂

4,725円

14,700円

7,980円

9,450円

13,125円

今日のリハビリテーション指針
伊藤利之・他編●A5判　624頁●医学書院

「妊娠と糖尿病」母児管理のエッセンス
難波光義・他編著●B5判　305頁●金芳堂

3,990円

しこりをみたらどう考える？

日常診療で遭遇するしこりへの対応法
生越　章・著●B5判　168頁●南江堂

12,600円

日常診療に必要な、信頼ある最新情報を網羅。国内最大級のリファレンス　2013年6月発売につきご予約承り中です！

12,600円

12,600円

9,030円

□

□

8,190円

　 　 京都府保険医協会では医学書を斡旋しています。
　　案内にない書籍もお気軽にお問い合わせください。

〈申込書〉　  FAX 075-212-0707までお送りください。

☆京都府保険医協会の会員の先生は書店でご購入いただくより割安になります。
（表記価格は全て税込価格ですが、会員の先生には消費税抜きの価格で斡旋します）

※商品は神陵文庫より発送。申込価格5,000円以上は送料無料。

　　　　　ご注文のタイトルに（ﾚ）してください　　【医学書・新刊　2013年６月】
比類なき内科学のグローバルスタンダードの（原著最新18版）待望の日本語版 全医療関係者必携の医薬品情報書、2013年1月発行

□ 今日の治療薬　解説と便覧　2013
浦部晶夫・他編●Ｂ6判　1,376頁●南江堂

4,830円　初版以来定価据え置き、廉価を堅持。今ならオリジナルバッグをプレゼント

□ ハリソン内科学（第4版）
福井次矢・他監●Ａ4変型判　3,500頁●MEDSi

31,290円

□

科学的根拠に基づく　糖尿病診療ガイドライン2013
日本糖尿病学会・編●B5判　368頁●南江堂

Dr.森の腹部超音波診断パーフェクト
森　秀明・著●B5判　488頁●診断と治療社

□

□

9,975円

4,935円

がんの痛み　アセスメント、診断、管理
中根　実・監訳●A4変型判　408頁●MEDSi

□

□

8,190円

9,975円

□ 見落とさない！見間違えない！この皮膚病変
石川　治・編●B5判　184頁●全日本病院出版会

3,570円

6,300円

ここがツボ！患者に伝える皮膚外用剤の使い方
（改訂第２版）
段野貴一郎・著●B5判　148頁●金芳堂

EBM婦人科疾患の治療2013-2014
杉山　徹・他編著●B5判　522頁●中外医学社

　医療機関名

お問い合わせ・申込　京都府保険医協会　TEL075-212-8877　FAX075-212-0707
有限会社アミス　TEL075-212-0303

〒604-8162　京都市中京区烏丸通蛸薬師上ル七観音町637　第41長栄カーニープレイス四条烏丸６階

小児を診る開業医、プライマリ・ケア医の診察室に必携の書！
第一線の小児科医が実践している独自のノウハウやコツをわかりやすく解説 毎年全面書き下ろし、信頼と実績の治療年鑑　2013年1月発売

今日の治療指針 2013　 私はこ う 治療し ている

□ デスク判 19,950円

□ ポケット判 15,750円
山口　徹他・総編集　●2,064頁●医学書院

開業医の外来小児科学　（第6版）
豊原清臣・他監●B5判　1,056頁●南山堂

23,100円□

初版刊行以来60余年。 整形外科専門医の座右の書

神中整形外科学　（第23版）

岩本幸英・編●四六倍判●南山堂

□ 治療薬マニュアル　2013
高久史麿・他監修●Ｂ6判　2,500頁●医学書院

5,250円

□ 今日の診療プレミアム　Vol.23 DVD-ROM for Windows
永田　啓・監●DVD-ROM●医学書院

81,900円 □
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〒601-8205 京都市南区久世殿城町330-1
TEL.075-935-1115（代） FAX.075-935-5100
e-mail：com@mediapark.co.jp  http://www.mediapark.co.jp

社会を動かす宣伝力。

<参考価格>
※ご相談の上、御見積を提出いたします。
●A4判三つ折カラー刷り
　500部 ………………… ¥120,000～
●B5判4頁カラー刷り
　500部 ………………… ¥135,000～

エッセイ集や自分史などの自費
出版、お気軽にご相談ください。

株式会社　つむぎ出版
TEL.075-252-1788
FAX.075-254-2341

e-mail：tsumugi-pub@nifty.com

医院・医療機関の
リーフレット

医療機関のリーフレットは、診療科目・時間・設備、理念などを

患者様、地域の皆様に広げるツールです。

きかんしコムでは、リーフレットの他、広報誌、webサイトなど、

信頼される医療をめざすツール制作を、お手伝いします。

メッセージツール作成をお手伝いします

地域に根ざす医療をめざして
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